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要 約

本要約は、第 71 回国連総会に提出された原子放射線の影響に関する国連科学委員会に
よる国連総会報告書から抜粋したものである。1 

[…] 

9. 本委員会は、2013 年の第 68 回国連総会に提出された報告書(A/68/46)およびそ

れを支持する詳細な科学的附属書 2に示されている、2011 年東日本大震災後の原子力

事故による放射線被ばくと影響の評価を見返した。報告書では、全般的に線量は低く、そ

れゆえ関連リスクも低いであろうと結論されていた。がんの発生率は変わらないであろうと

予想された。にもかかわらず、報告書において本委員会は、放射線に最も被ばくした小児

の間で甲状腺がんリスクが増加し得る可能性を認識していた。しかしながら、福島原発事

故後の甲状腺への吸収線量がかなり低かったため、福島県においては、チェルノブイリ事

故後のような多数の放射線誘発甲状腺がん発生の可能性を考慮しなくともよいとも指摘さ

れていた。出生時の障害や遺伝性疾患の発生について識別できるほどの増加は予測され

ず、陸域および海域の生態系への影響も一過的かつ局所的となるであろうという結論に至

っていた。また、作業者のがん発生率は変わらないであろうと予想された。

10. 評価の後、本委員会は、追加の関連情報が公表され次第、それらを遅滞な

く把握できるようにフォローアップ活動を行う仕組みを整えた。第 70 回国連総会

に提出された本委員会の第 62 回年次会合報告書には、その時点までに実施された

フォローアップから得た知見が含まれていた。

11. 本委員会は 2015 年末までに利用可能となっていたさらなる情報の特定を続け、

2013 年報告書への影響を評価するための関連する新規文献のレビューを体系的に行っ

た。注目すべき文献は、国際原子力機関（IAEA）による福島第一原子力発電所での事故

に関する報告書 3であった。報告書では、作成時に利用可能であった大量の情報源から

のデータと情報に基づき、事故とその原因、進展、影響が説明されている。当該報告書お

よび新規文献の大部分は、本委員会の 2013 年報告書の主な仮定および知見をあらため

て確認するものであった。2013 年報告書の主要な知見に実質的に影響を及ぼしたり、主

な仮定に異議を唱えたりする文献はなかった。いくつかの文献については、さらなる解析

や研究の追加によって、より確実な証拠を得ることが必要であると判断された。資料のレビ

ューに基づき、本委員会は 2013 年報告書の最も重要である結論には現時点では何ら変

更の必要はないと判断した。しかしながら、本委員会が特定したいくつかの研究ニーズに

ついては、まだ科学界において十分には取り扱われていなかった。

12. 本委員会は、引き続き当該事故に関する新規情報を特定し、体系的に評価した結

果を年次会合において定期的に評価していく計画である。また、新規課題を迅速に取り込

み、さらなる調査が必要な課題を提起するために、日本の主要な研究計画を策定、実施

1 第 7１回年次会合公式記録、補足資料 No. 46(A/71/46)。 
2 国連刊行物、販売番号 E.14.IX.1。 
3 国際原子力機関、福島第一原子力発電所事故: 事務局長報告書(GC(59)/14)および付随する技術文書
1 巻～5 巻。 
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し、それに助言を与える立場にある責任者たちと積極的に協働していく予定である。本委

員会は、研究成果次第ではあるが、適切な時期に 2013 年報告書の更新の必要性を検討

することを考慮に入れている。

13. 本委員会は、利用できる資源に制約はあるであろうが、新規学術論文の体系的な

レビューから得た知見を非売品刊行物として英語版および日本語版でも公表するように事

務局に要請した。
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I. 緒言 

1. 本委員会は、福島第一原子力発電所（福島第一原発）での 2011 年 3 月 11 日の事

故による公衆、作業者、ヒト以外の生物相の放射線被ばくを評価し、健康影響について考察

し、その知見を 2013 年 8 月の国連総会への年次報告書 4にて発表した。続いて、国連は、

本委員会が得た知見とその基盤となっている詳細な科学的附属書を 2014 年 4 月 2 日に発

表した [U3]。この刊行物（以下、「2013 年報告書」という）は、国連総会、各国政府、科学界、

日本のメディアと公衆に概ね肯定的に受け入れられた。

2. 本委員会の評価は、概して 2012 年 10 月末までに開示または公表された情報に基づ

いていた。その後、多くの追加関連情報が公表され利用可能となってきたが、この活発な動き

は近い将来にわたって継続すると思われる。このような進展は委員会による評価の結果に影

響を及ぼす可能性があるため（知見の追認、知見への異議、知見の向上や、特定された研

究ニーズへの対応・寄与など）、本委員会では引き続き、遅滞なく最新情報を把握し続ける予

定である。これにより、本委員会は、それまでの知見を改善または更新する必要性について、

情報に基づいた決定を適時行うことができるようになる。本委員会は、新規資料の合理的な

科学的評価の提供は、(a) 事故の影響を受けた人々によるよりよい状況把握と、(b) 情報提供

に基づく意思決定に役立つと考える。

3. これらを背景に、本委員会は第 61 回年次会合（2014 年 7 月 21 日～25 日）において

「第 62 回年次会合（2015 年 6 月 1 日～5 日）で検討できるように、福島第一原発事故の放射

線影響に関する本委員会の評価に関する知見と結論の一部を更新してまとめるためのフォロ

ーアップ活動の[…]予備計画の提出」を行うよう事務局に要請していた。また、「事故のフォロ

ーアップでの新しい科学的進展を常に認識しておくための仕組みの速やかな構築」を事務

局に求めた。かかる仕組みは、事故の最新の評価を行うために特別に設けた体制に拠るべ

きである。また、本委員会は、委員会が策定した作業計画の進捗について、毎年報告するよ

う事務局に要請した。

4. これに応じて、事務局は、フォローアップ活動のプロジェクト計画を策定した。当該計

画は、その後本委員会の承認を得て、現在実施されている。このプロジェクトは 2 つの段階で

構成されている。第 1 段階は新たな情報の体系的かつ継続的なレビュー、第 2 段階は

2013 年報告書の適切な時期における更新である。第 1 段階の全体的な目標（少なくとも

2016 年以降まで）は、「2013 年報告書の正式な更新（すなわち第 2 段階）を適切なタイミング

で開始することを念頭に、事故に関する新規文献および調査活動の進捗を定期的に本委員

会に通知するようにする」ことである。第１段階のより具体的な目的には以下が含まれる。

(a) 公表された情報の収集・評価による、福島第一原発事故における全体的な放射線被

ばく状況の体系的レビューの継続

(b) 未解決の課題に関連した、主要な研究プロジェクトや計画の進捗状況および計画立

案状況についての情報の収集・評価

(c) 2012 年 10 月以降に発表された情報と 2013 年報告書の間の不一致の速やかな特定 

4第 68 回年次会合公式記録、補足資料 No. 46 および正誤表(A/68/46 および正誤表１)。 
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(d) 2013 年報告書の更新において用いることを視野に入れた、状況の明確化に役立つ

分析の適宜実施

(e) 2013 年報告書に関する質問や批判への対応  

(f) 本委員会の年次会合における上記の結果についての年次報告 

5. 第 62 回会合において本委員会は、 (a) 2013 年報告書の知見に対する新たな科学的

進展（2014 年末まで）の影響評価、 および(b) 2013 年報告書に対するいくつかの批判のなか

で提起された一般的なテーマに関する見解を取り扱う白書 5を公表することが合意された。さ

らに、2013 年報告書を補足する追加技術情報を提供する 2 編の電子ファイルが用意され

た。この第 1 報の白書は 2015 年 10 月に公表された [U4]。 

6. 第 2 報の本白書には、2013 年報告書の知見に関する新たな科学的進展（第 1 報の

白書から、2015 年末まで）6の影響についてのさらなる評価が示されている。また、本委員会

が総会に報告した知見を実証するフォローアップ活動の結果の要約が提供されている。

II. 新規情報の評価

7. 第 1 報の白書で本委員会が解析した新規情報の範囲は、概して査読付き英文学術

誌に発表された文献であって、2013 年報告書に含まれていなかった、または引用されていな

かったもの（すなわち、2013 年報告書における分析対象の情報に対して設定されていた期限

である 2012 年 10 月よりも後に発行された文献）であり、かつ 2014 年末以前に入手可能にな

っていた、あるいは発表されていたものに限定された。第 2 報となる本白書には、2015 年末

以前に入手可能になった、あるいは発表された情報で、これまでに検討されていなかったも

のが含まれている。原則として、第 2 報の白書の範囲は拡張され、査読付き学術誌の文献だ

けでなく、査読付きプロシーディング、地域・国の研究機関や組織、政府部門・省庁、学会、

ユーティリティ企業、その他同様の組織が発行した報告書 7、政府間組織の発行した報告

書、公式その他の情報源より取りまとめられたデータのうち主要なもの 8（および／または分析

結果）も含まれた。実際には、これらの追加カテゴリーの中からレビューの対象として特定され

た文献は、国際原子力機関（IAEA）によって発行された福島第一原発事故に関する報告書 
[I2]の 1 編のみであった。 

8. 本委員会が新規情報を特定、選考、評価するためのアプローチは、陸域と淡水域環

境における放射性核種の移行という新たな主題領域を導入したことを除き、第 1 報の白書で

説明されたものと同じであった。この主題領域を新たに導入することで、本委員会は当該分

野において増加している文献の影響を明確に検討することができた。より詳細な評価の対象

5 白書は、将来の作業計画の指針を提供するために本委員会が作成し、委員会がより広範なコミュニテ

ィと共有することとした文書である。
6 本白書で検討対象とした文献は、以前の白書でレビューされておらず、2015 年末までに入手可能にな

ったものであり、オンラインで入手可能になったものも含まれる。このため、本白書には発行日が

2015 年よりも前とされている文献や最終発行日が 2016 年となっている文献もいくつか含まれている。 
7 例外的に非政府団体の発行した科学的報告書を含むよう範囲を広げた場合もあった。 
8 さまざまな日本の組織によって比較的頻繁に大量のデータが生成・発表されており、これらすべてを

本プロジェクトでのレビューに含めることは実質的ではなかった。このため、将来の再評価にとって、

またはその再評価の範囲を拡張するうえで有用になる可能性がある取りまとめデータのうちより重要

なものに検討対象を限定することとした。



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 [...] 3 

とすべき関連がある文献を選考する過程において、特に以下の可能性があるかどうかを考慮

に入れた。

− 2013 年報告書の仮定に対する異議提唱 9 

− 2013 年報告書の結論への実質的な影響の波及 

− 2013 年報告書、または広く統一見解が得られていた主題領域において特定された研

究ニーズへの対応

この結果、本白書は 2013 年報告書の仮定と結論を追認する新規情報ではなく、当該仮定お

よび結論に異議を唱える可能性のある新規情報をより重視している。また本白書では、福島

第一原発事故の影響について、今後評価する際に有益であると思われる情報をいくつか取り

上げている。ただし同事故に関連する入手可能なすべての新規情報を含む包括的概観の提

供を意味しているわけではない。

9. 以下の章では、各主題領域の新たな情報源の主な選考・評価結果について順次説

明する。各章において、レビューの背景を提供する目的で、2013 年報告書の知見および以

前の白書の結論を簡潔に概説している。その後、評価結果の要約、および 2013 年報告書と

フォローアップ活動の双方への影響に関する結論を記載している。最後に、第 10 章では、第

2 報の本白書の総括的な結論が示されており、特定された研究ニーズへの対応に有意に寄

与するとみなされた新規情報源をまとめた表も含まれている。

III. 放射性核種の大気中への放出、拡散、沈着に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

10. 本委員会は、131I および 137Cs（人と環境の被ばくという観点で最も重要な 2 つの放射

性核種）の大気中への総放出量の推定値についてレビューした。これらの推定値の範囲は

概ね、131Iが 100 ペタベクレル(PBq)～500PBq、137Cs が 6PBq～20PBq であった。公表された

推定値の平均は、それぞれ、チェルノブイリ原発事故で推定された大気中への放出の約

10%および 20%であった。放出された物質の多くは太平洋上に拡散したが、気象条件によ

り、一部が本州東部に拡散し、放射性核種が (a) 乾性沈着と (b) 雨および雪に伴う湿性沈着

により地表に沈着した。主な沈着は福島第一原発の北西で生じたが、同サイトの北側、南

側、西側でも有意な沈着が発生した。

11. 本委員会は通常、外部被ばくおよび吸入による公衆の被ばく線量を推定する基準と

して、放射性核種の沈着密度の測定値を使用している。ただし、被ばく当時の測定データを

利用できず（避難者などに関して）、データ取得時期を逸した場合、本委員会は、環境でのレ

ベルおよびその結果として生じる人々の被ばく線量の推定に、適切な大気輸送、拡散、沈着

モデル計算（ATDM）解析とともにソースターム（放出率の経時的パターンを含む）の推定値

を使用する必要があった。本委員会は、この目的のために、公表されているソースタームを選

択している [T12]。このソースタームにおける放射線学的に主要な放射性核種である 131Iおよ

び 137Cs の放出量は、それぞれ 120PBq および 8.8PBq であった。これらは、公表されていた

9 委員会が 2013 年報告書の更新を考慮するほどの十分な影響がある場合、その文献は 2013 年報告書の

仮定に異議を唱えている、またはその結論に著しい影響を与えているとみなされる。
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推定値の範囲では下限に近く、総放出量を過小評価している可能性があるが、本委員会は、

このソースタームが日本の陸域での拡散の結果として生じた線量を推定するには最も適切な

ものであると考えている（[U3]段落 B15～B16 参照）。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

12. 第 1 報の白書では、この分野において 2013 年報告書の主要な知見に実質的な影響

を与えたり、主要な仮定に異議を唱えたりする文献は特定されなかったと結論した。いくつか

の文献は、仮定の全体、または一部を裏付ける内容であった。ある文献では、2013 年報告書

で使用されたソースターム推定値を精緻化したものを紹介しており [K3]、本委員会はその後

の調査でこの精緻化された推定値を優先して使用するよう推奨した。ただし、この推定値を使

用することで、2013 年報告書で推定された線量に有意な影響を及ぼすことはないと推測され

た。

13. 第 2 報となる本白書で検討された文献のうち、12 編の査読付き学術論文と IAEA 報

告書 [I2]について詳細なレビューを実施した。その多くが 2013 年報告書の仮定および知見

の全体または一部を裏付けるものとなっている。以下は、当該文献の知見の要約である。

14. IAEA 報告書 [I2]には、2015 年第 1 四半期までに発行された多数の査読付き論文と

他の関連するデータソースのレビューが含まれていた。また、大気中への放出物の総量の推

定と特性が記載されていた。2013 年報告書での本委員会の評価で利用したもの以上に詳細

な経時的な放出の情報は提供されていなかった。IAEA 報告書では、2011 年 3 月／4 月の

非常に早い時期の限定的な情報に基づいた推定値を除き、133Xe、137Cs、131I の大気への放

出範囲はそれぞれ 6,000PBq～12,000PBq、7PBq～20PBq、100PBq～400PBq と推定され

た。これらの範囲は、2013 年報告書で委員会が記載していた 133Xe について 7,000PBq、
137Cs について 6PBq～20PBq、131Iについて 100PBq～500PBq という推定値とよく一致してい

る。大気に放出された放射性物質のほとんどは、卓越風によって東方に移動し、太平洋北部

に沈着および拡散した。放出された放射性物質の推定量および組成比率に対する不確かさ

を解決することは、大気中の放出物の海洋への沈着に関するモニタリングデータの欠如など

の理由から困難であった [I2]。 

15. Lebel et al. [L2]は、福島第一原発から放出されたヨウ素の化学形に関する利用可能

な測定値と、これらの化学形が大気中での拡散や大気から沈着する過程で変化する仕組み

について分析した。彼らは、概ね、ヨウ素の半分が揮発性または気体状の化学形で放出さ

れ、残りの半分は粒子状の化学形として放出されたと推定した。また、福島第一原発からの

距離ごとに、大気中で測定されたヨウ素とセシウムのレベルの比率の変化を解析し、揮発性ま

たは気体状の化学形で放出されたヨウ素は、元素状および有機状の双方によって構成され

ていたと結論したが、それぞれの相対的な放出量は不確かなままであった。これは、ヨウ素の

半分が元素状で、残りの半分が粒子状の化学形で放出されたとする 2013 年報告書の仮定と

は異なる（すなわち、有機ヨウ素の放出は評価されなかった）。

16. Lebel et al. の結論に鑑みて [L2]、今後、2013 年報告書を更新する際は、完全性とさ

らなる厳格さを期すために、有機ヨウ素の放出についてはっきりと考慮すべき必要がある。有

機ヨウ素の割合に応じて、合理的推定をすると、2013 年報告書における避難者の甲状腺線

量の推定値は、少し（おそらく 10%から 20%程度）減少することになるであろう。また、避難し

なかった人々の場合、推定線量の推定値は増加し、その増加率は福島第一原発からの距離



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 [...] 5 

に応じて異なると思われる。福島第一原発からの距離が短い場合、すなわち線量が最も高か

った場所では、推定値にいかなる過小評価があったとしても、それは数十パーセントを超える

とは考えにくい。距離がより長い場合では、過小評価の程度がより大きくなる可能性もあるが、

そのような距離で推定されている線量のレベルは元々極めて低い。Katata et al. [K3]は、

2013 年報告書で使用されたソースターム [T12]の更新に際し、有機ヨウ素の放出量を、実験

およびその他の証拠に基づき示している。

17. Leadbetter et al. [L1]は、福島第一原発事故後における放射性核種の沈着について

のモデル予測に対して、異なる気象データセットや湿性除去係数が及ぼす影響について調

査した。Saito et al. [S1]は、沈着のモデル化への新たなアプローチを含む、マクロスケールで

の大気輸送モデルにおける改良内容について説明している。この新たなアプローチの例とし

ては、乾性沈着や湿性除去、放射性核種エアロゾル粒子の重力沈降のシミュレーションを行

うためのアルゴリズムを新しく実装したことがあげられる。双方の著者グループによるこれらの

研究は、2013 年報告書で必要性が強調されていた大気輸送モデルにおける湿性沈着モデ

リングのさらなる改善に対応するものである。

18. Christoudias and Lelieveld [C1]および Evangeliou et al. [E1]は、2013 年報告書に示さ

れているように、大気中放出物の大部分が風によって太平洋上に輸送されたことを確認し

た。Evangeliou et al. は、放出された 137Cs の約 23%が日本の地表に沈着し、76%は海洋上

（北太平洋および北大西洋）に沈着したと推定している。Christoudias and Lelieveld は、福島

第一原発から放出された放射性物質の約 80%が太平洋上に沈着したと推定している。世界

のさまざまな国および地域での放射性核種の沈着に関して示されたデータは、今後の評価

において有用である可能性がある。

19. Hirayama et al. [H8]は、NaI(Tl)検出器のピーク計数率および計算された応答関数を

使用し、2011年3月に福島県の複数のモニタリングポストで得られた測定値から、131I の大気

中濃度の時間分布を評価した。このデータは、事故後の最初の数日間における131I の大気

中濃度に関する新しい情報を提供するものである。これまで、このような直接測定に関する情

報は極めて限られていたため、このデータにより放射性ヨウ素の大気中濃度に関する理解が
向上する可能性がある。Hirayama et al. は、これらのモニタリングデータを時間で積分して導

出した131I の大気中濃度と、特定の場所および時間における ATDM 予測に基づく2013年報

告書に記載されていた情報（表B10）とを比較している。しかし、2013年報告書に記載されて

いる ATDM 予想地点は少なく、モニタリングポストの場所と異なっていたため、この比較から

断定的な結論は導き出されなかった。

20. 本委員会は、Hirayama et al. の測定値とその近隣地点において委員会が独自に推定

した131I の大気中濃度を、さらに厳密に比較した。この委員会独自の推定値は、2013年報告

書の根拠として使用されていたものである。比較の詳細は電子ファイルによって提供されてい

る。モニタリングポストの一部（大熊町および双葉町）では、Hirayama et al. の示した一連の測

定値の中に、ATDM 解析によって131I の大気中濃度が高レベルであることが示唆されていた

期間のデータが含まれておらず 10、比較は不完全なものであった。したがって、これらの場

10 これらの期間中の測定値が欠如している理由は、十分に明らかになっていない（Hirayama et al. によるもう 1 つ

の文献 [H7] には、3 月 14 日午後 8 時（日本時間）よりも後の当該モニタリングポストのデータは「劇的な上昇ま

たはデータの欠如が原因で分析できなかった」と記載されている）。ただし、機器の故障、あるいは放射性核種の

濃度が高く上昇していたプルームの通過による飽和が原因であった可能性がある。
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所では有効な比較を行うことができなかった（測定値された131Iの大気中濃度が低かった、よ

り限られた期間は除く）。他の3箇所のモニタリングポスト（楢葉町松館、広野町二ツ沼、福島

市紅葉山）では、ATDM を使用した推定に基づく131I の大気中濃度を時間積分した結果は、

対応する場所についてHirayama et al. が示した測定値に対し、約2倍から8分の1までの幅が

あった。ATDM 予測の不確かさ、Hirayama et al. が使用（および採用）した方法の不確かさ、

およびモニタリングポストの正確な場所とATDMで推定された場所の違いを考慮すれば、この

ような差異が生じたことに驚きはない。これらの場所のうち2箇所では、2013年報告書におい

て時間積分した131I の大気中濃度（および吸入による線量）の値は、単に ATDM にのみ基づ

いているわけではなく、測定された沈着密度に基づくスケーリングが施されている。このような
方法で推定されたこの2箇所における時間積分した131I の大気中濃度は、Hirayama et al. の
推定値よりもわずかに20%～30%低いだけであった。測定された沈着レベルと ATDM を併用

して予測されたレベルが、直接測定のレベルと（数箇所ではあるが）よく一致したことから、放
射性核種の大気中濃度および吸入による線量を推定するために用いられた2013年報告書

の方法の信頼性が高まった。

21. Hirayama et al. の示したデータは、双葉町および大熊町からの避難者に関して、

2013 年報告書で推定された 131I の大気中濃度（およびその後の吸入による線量）の裏付け

にもなっている。この避難は 2011 年 3 月 12 日には完了しており、ATDM の推定値はこの時

までに被ばくがなかったことを示唆している。双葉町と大熊町での測定値は、131I の濃度が高

くなった放射性プルームの到達が 3 月 12 日のある時間（すなわち避難完了後）であったこと

を示しており、それゆえ 2013 年報告書の推定線量が正しいことを実証している。 

22. Muramatsu et al. [M16] は、2013 年報告書で要約されていた、131I／137Cs 比率のより

高いプルームが南方向に移動したという判断を追認した。さらに、131I の直接測定から作成さ

れた 131Iの沈着マップ [S2]と、その後の 129Iの測定値から再構成されたマップはよく一致して

いると結論した。新たに再構成された（土壌サンプル中の 129I の測定値に基づく）131I の沈着

データは、131I のソースタームの推定値をさらに改善し、吸入による住民および避難者の線量

の推定を向上させる可能性がある。非常に大規模な土壌サンプリング活動から得られた残り

の土壌サンプルを分析することで、今後 129Iおよび 131Iの当初の沈着に関して貴重な追加デ

ータが提供される可能性がある。

23. Oura et al. [O7]は、99 箇所のモニタリングステーションにおいて、フィルターテープに

自動的に収集されたサンプルから得られた、2011 年 3 月 12 日から 23 日における東日本の
134Cs および 137Cs の大気中毎時濃度について包括的な新規データセットを示している。この

データセットは、多数のモニタリングステーションにおける高時間分解能の放射性セシウムの

大気中濃度に関する独自の新規情報源となっている。このデータセットによって、ソースター

ムの推定値、大気中放射性核種のレベル、そして吸入による線量の推定値のそれぞれを改

良できる可能性があり、2013 年報告書の知見に対して異議を唱えることになるかもしれない

が、その判断は 2013 年報告書で使用された仮定やデータとのより詳細な比較によって下さ

れるものである。著者らは約 400 の残りのモニタリングステーションに対しても同様の分析を実

施しているところで、今後より多くの場所における、また他の放射性核種に対する大気中濃度

についても情報を提供するとしている。

24. Steinhauser et al. [S10]は、エアフィルターの週ごとの測定値を分析した結果から、福

島第一原発が安定化した後も長らく放射性核種が散発的に放出されていたことが示されたと

報告している。同論文は、福島第一原発での廃炉および解体に向けての活動により、事故か
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ら何年か経た後においても、放射性物質が二次的に放出された可能性があったことを示唆し

ている。このような二次的な放出は、事故直後の放出に比べると小規模であったと推定されて

おり、それゆえ、（過去および将来の両方について）評価された線量へ及ぼす影響も軽微で

あると判断した。

25. Akimoto [A3]は、2011 年 6 月から 2013 年 7 月までの期間中、福島市における大気

中および地上に沈着した放射性セシウム濃度の測定値を報告している。当該測定値は、沈

着した放射性セシウムの再浮遊が大気中濃度にもたらした影響は非常に小さいものであった

ことを示しており、線量に対する再浮遊の寄与は軽微であるという 2013 年報告書の推定を追

認している。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

26. 本委員会は、経時的な 131I、134Cs、137Cs の大気中濃度、土壌サンプル中の 129I の測

定値に基づく 131I の沈着、そして放出されたヨウ素の化学形についての新規データが入手可

能になりつつある点に着目した。これらのデータによって、ソースタームの推定値のほか、大

気中および地上に沈着した放射性核種のレベルの推定値が有意に改善される可能性があ

る。他の既存サンプルを同様に分析することで、近い将来さらなるデータが生成されるものと

期待される。このような新規データの影響を十分に把握するためには、これらのデータと

2013 年報告書で使用されたデータとの詳細な比較が必要であろう。 

27. 本委員会は、以下に示す分野での研究が、2013 年報告書で特定されたニーズへの

対応に寄与する可能性が高いとして特定した。

(a) 大気輸送・拡散モデルにおける湿性沈着のモデル計算についての研究を継続する。 

(b) ソースタームを推定するためのインバース法とリバース法による逆推定法モデル計算

の改善を継続する。

(c) あらゆる利用可能な測定データ、特に 129I の沈着の測定値から再構成された 131I の

沈着、131Iの大気中濃度、および 134Cs と 137Cs の大気中濃度に関する新規データを利用

して、現在のソースタームの推定値を改善する。

(d) 129I の測定値に基づく 131I の沈着の再構築を、残りの土壌サンプルについて実施す

る。

(e) モニタリングステーションのフィルターテープにおける放射性核種の濃度の測定を、残

りのフィルターサンプルについても実施する。

(f) 131I、134Cs、137Cs の大気中濃度に関する新規データを分析し、以前のモニタリングお

よびモデル計算の結果と比較する。

(g) 線量推定を目的とした吸入特性を把握するために、137Cs のエアロゾル粒子の大きさと

化学形の測定に関する新規データを分析する。
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IV. 放射性核種の水域への放出、拡散、沈着に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

28. 本委員会は、福島第一原発から海洋への直接漏洩および放出が、主に事故直後

1 ヶ月間に発生しており、その後の継続的な放出が本委員会による公衆の線量評価に有意

に影響した可能性は低いとの結論に達している。また、主に三次元モデル計算を用いて導出

された推定値に基づき、海洋へのかかる直接的な放出は、131Iが約 10PBq～20PBq、137Cs が
3PBq～6PBq であったと結論している。さらに、本委員会は、大気からの沈着による海洋への

負荷量は、131I が約 60PBq～100PBq、137Cs が 5PBq～8PBq であり、福島第一原発から半径

80km 圏内に沈着した割合は小さいと認識していた。本委員会は、福島第一原発サイト付近

の海水中の 137Cs の測定濃度は、2011 年 4 月 7 日に最高値 68,000Bq/L が記録されて以

降、急速に減少し、4 月末には概して 200Bq/L を下回ったと結論し、その後の減少率は小さ

かったとしている。海岸から離れるに従い濃度は急速に低下し、福島第一原発から 15km お

よび 30km の沖合では、それぞれ福島第一原発の近傍の濃度の約 100 分の 1 から 1,000 分

の 1 であった。堆積物中の 137Cs の測定濃度は、非常に高い福島第一原発の港湾内を除く

と、堆積物乾燥重量に対して一般的に 10Bq/kg から 1000Bq/kg の範囲であった。 

29. 2013 年報告書がまとめられた当時、放射能汚染水は、まだサイトで流出しており、地

下水が放射性核種を水域環境に輸送していた。また、さらに、本委員会は、有意な量の核分

裂生成物および放射化生成物が原子炉およびタービン建屋の地下にある滞留水に存在す

ると認識していた。科学的調査における主要な優先事項は、水域環境への漏洩と放出の特

性に関する評価の改善、およびこれら放出の長期的な輸送と混合の予測および定量化であ

ると本委員会は確認している。

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

30. 本委員会は第 1 報の白書で、2013 年報告書の当該分野における知見は有効であ

り、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないと結論している。

31. 第 2 報となる本白書で検討した文献のうち、14 編の査読付き学術論文と IAEA 報告

書 [I2]について詳細なレビューを実施した。2013 年報告書の知見に反するものはなく、複数

が海洋への直接漏洩が全般的に減少傾向にあるという仮定を追認している。いくつかの文献

は、特定された研究ニーズに対応しており、以下の段落でその寄与について要約している。

32. IAEA 報告書では、海洋への直接漏洩について 2011 年から 2013 年の間に発表され

たさまざまな推定値の間に相当なばらつきがあるとしている。このばらつきの原因は、各調査

で使用された異なった種類の海洋循環および放射性核種拡散モデルとモデル計算アプロー

チに多大な不確かさが伴っていたこと、そして周辺地域の空間への拡散状況の観察が欠如

していたことであると考えられた。当該報告書には、137Cs の直接漏洩および放出は概ね

1PBq～6PBq の範囲になると推定されているが、最高 26.9PBq までの推定値を報告している

評価もあると記載されている。この規模の推定値は 2013 年報告書にも記載されているが、本

委員会は、これが通常、一定の拡散率を想定した外挿方法によって得られているため、信頼

度が低いとみなしている。
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33. Aoyama et al. [A7]は、大気への放出とその後の沈着による海洋への放出総量の推定

値を評価した。著者らは、2011 年 4 月および 5 月の北太平洋全域の表面水における 134Cs
および 137Cs の濃度測定値から 137Cs のインベントリを推定した。彼らはその後、このインベン

トリ推定値と、大気への放出に関する特定のソースタームと大気拡散・沈着モデルによる推定

値 [T12]、および Tsumune et al. による海洋への直接放出の推定値 [T18]との比較を行っ

た。この比較により、大気を経由して海洋へ放出された 137Cs の沈着量は 11.7PBq～14.8PBq
の範囲であって 2013 年報告書の推定値である 5PBq～8PBq よりも高いことが示唆されたと

著者らは報告している。ただし、Aoyama et al. が言及する範囲については、水深の変化に沿

った放射性セシウムの鉛直分布に関する想定に伴う不確かさ、または海洋への直接放出に

関する推定が持つ不確かさが考慮されていないようである。このような不確かさを考慮に入れ

た場合、海洋表面への沈着に関する推定値の幅がはるかに広がり、2013 年報告書に記され

た範囲も含まれるようになる可能性がある。さらに、2013 年報告書と第 1 報の白書に記載され

ているように、Terada et al. のソースタームは陸上の放射性核種沈着レベルの測定値から得

たものであり、海洋への沈着を査定するために使用できる最も信頼性の高いソースタームとは

いえないであろう。さらに最近では、Katata et al. [K3]および Kobayashi et al. [K9]が、より広

範な陸上および海洋中での測定値を使い、モデルを組み合わせることで大気への総放出量

と経時的な放出量の双方についてさらに優れた推定を行っているが、彼らの場合は海洋へ

の沈着についての推定は行っていない（[U4]を参照）。 

34. 放射性セシウムの河川から太平洋への放出に関する寄与について、いくつかの研究

論文がある。河川からの 137Cs の年間放出量は 5TBq～10TBq と推定されており [A1, K8]、こ
れは福島第一原発事故の影響を最も受けた河川の集水域への最初の沈着の 1%～2%に相

当する。これらの集水域は、継続的に放射性セシウムを太平洋に放出する源になると見られ

ている。Takata et al. [T7]は、異なる川を対象に、さまざまな粒子に固定された 137Cs が河口に

おける陽イオン（特に K+）の存在により脱着した割合について推定している。溶存態の放射

性セシウムは海洋生物相により吸収されやすいため、これは興味深い点である。Takata et al. 
は、この割合が数パーセントから、河川流量増加時（洪水など）では 50%以上の範囲になるこ

とを明らかにした。

35. 福島第一原発における放水口付近での継続的なモニタリングによって、海洋への直

接的な放出が全般的に減少していることが確認されている。しかしながら、このモニタリング結

果は、港湾内と海洋の間で海水が入れ替わることにより 137Cs のレベルが散発的に上昇する

ことも示している [H9]。このような散発的上昇のほとんどは、豪雨の発生時と一致している。

Hirose は、放射性核種が引き続き海洋に放出される 2 つの主要な経路があると結論してい

る。ひとつは、港湾と外洋の海水が入れ替わることによる継続的な放出、もうひとつは降雨に

よる排水からの汚染水の散発的な放出である。

36. 複数の文献において、福島第一原発からの異なる距離にある表面海水の放射性セシ

ウム濃度が減少していることが報告されている。このような調査では以下の結果が得られてい

る。

(a) 2014 年に 5 号機および 6 号機の北側水路と福島第一原発の北側放水口での 137Cs
濃度は 1,000Bq/m3であった [A6, H9]。 

(b) 20km 圏内における 2014 年の 137Cs 濃度は 10Bq/m3～100Bq/m3で、バックグラウンド

レベルよりも 1 桁から 2 桁高かった [H9]。 
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(c) 2011 年 6 月から 2012 年６月に太平洋北西部（福島第一原発から数百～数千キロメ

ートル）で 3 回にわたって行われた調査船による調査では、この 1 年間に 137Cs の平均濃

度が約 40 分の１にまで減少し、2012 年 6 月の 137Cs の平均濃度は 3.4Bq/m3 であった 
[M8]。 

(d) 2012 年冬期、東経 149 度沿いの北緯 42 度と南緯 4 度の間（福島第一原発から

400km～4000km の間にわたる地域）の 137Cs インベントリの平均は、核実験からの残留イ

ンベントリの約 1.3 倍になると推定された [K16]。 

37. 太平洋における 134Cs と 137Cs の輸送について立証した文献は数編あり、その中のい

くつかでは、この輸送の原因となった物理的なプロセスについて説明がなされている。これら

の研究から以下の結果が明らかとなった。

(a) 浮遊粒子状物質を介して横方向に輸送された 137Cs が、福島第一原発の南東 115km
にある大陸棚外縁において観察されている [B7]。Buesseler et al. は、これらの粒子は、よ

り浅い地域で発生し、恐らく台風の時期に再浮遊したものであり、沿岸部に埋もれている

インベントリと比べて少量の 137Cs だけを輸送したものであるため、この輸送プロセスによ

って沿岸部堆積物中の 137Cs レベルが有意に減少したということはないと示唆している。 

(b) 海洋中規模渦（直径約 200km）が太平洋北西部の亜寒帯前線帯（黒潮続流の北側）

で発生するが、これらの海洋渦が放射性セシウムを蓄積し、水深 500m の海中まで輸送し

た [B6]。 

(c) 放射性セシウムはまた、風の作用で冬期には海洋中にさらに深く（水深 100m～

400m）輸送された [A6]。  

38. 海流による放射性セシウムの東方への長距離輸送が、太平洋、遠くは北米沿岸で確

認されている。福島第一原発事故により放出された放射性セシウムは、まず、2012 年 6 月に

ブリティッシュコロンビア州の沿岸から 1500km の海域で検出され、濃度は 0.3Bq/m3 であっ

た。次いで、2014 年 2 月に同じ場所で観測したところ、水柱の上部 150m の全ての場所で濃

度が 2Bq/m3 に上昇していることが明らかとなった。2013 年 6 月には、福島第一原発事故に

起因すると思われる 137Cs がカナダの大陸棚で検出され、濃度は 0.5Bq/m3 であった[S8]。こ
れらの濃度は、事故前に観察されていた核実験による放射性降下物を原因とする 137Cs の濃

度 1Bq/m3と類似している。 

39. 放射性セシウムの西方への輸送に関しては、2012 年 9 月のインドネシア・ジャワ島南

部での観測 [S12]でも、2011 年 9 月から 2013 年 4 月までに行われたスリランカ周辺で実施さ

れた定期観測 [W5]においても、事故に起因する可能性のある放射性セシウム濃度の上昇は

検出されなかった。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

40. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。本委員会は、海

洋環境における放射性核種の放出とその後の拡散に関する理解を深める上で貢献すると思

われるいくつかの文献について記述した。



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 [...] 11 

V. 陸域および淡水域環境における放射性核種の移行に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

41. 2013 年報告書で本委員会は陸域および淡水域環境を介した移行をモデル化し、福

島第一原発事故後 2 年目以降の食品摂取による公衆の線量を推定した。この線量を推定す

るにあたり本委員会は FARMLAND モデル [B5]を使用した。このモデルは、沈着した放射

性核種の土壌中への移動とその後の食品への吸収を予測するために使用された。東アジア

の農業条件（特に米、野菜、果物）を考慮に入れるため、当該モデルは一部修正されたが、

北欧のデータに基づいた多くの放射性物質および農業に関するパラメータはそのまま使用さ

れた。

42. 2013 年報告書では、2 年目以降の経口摂取による線量評価に考慮された成人の体

重別一人当たり摂取量が最も多い食品カテゴリーは、米、「その他の野菜」（緑色葉菜と同一

と仮定）、小麦・小麦製品（穀物と同一と仮定）、果物、牛乳であった。線量に関して現実的な

値を推定することが目的であり、人口の代表グループの平均線量の推定に焦点が置かれて

いたため、野生動物やキノコなどの野生の食品の消費は考慮に入れられなかった。

43. この仮定に基づき、また食品に対する規制が実施されていたことから、本委員会は

1 年目よりも後の期間における経口摂取による線量は、沈着した放射性核種への外部被ばく

による線量に比べて約 10 分の 1 から 100 分の 1 となると推定した。その後の複数の研究で

は、人の内部被ばくが直接測定され、外部被ばく経路の方が支配的であることが確認され

た。また、FARMLAND モデルを使用して推定された経口摂取による線量は過小評価である

よりも過大評価である可能性が高いことが示唆された（以下の第 VI章を参照）。 

44. 本委員会は、将来における調査の優先事項として、公衆の線量分布が持つ特徴をよ

り明確に把握し線量推定に伴う不確かさをより適切に定量化する必要があることを確認した。

その意味では、推定線量に対する食品摂取の寄与が小さいとはいえ、食品への放射性核種

の移行に関するより適切な情報、特にモデルに用いられるパラメータに対して地域および国

を代表する値があれば、今後福島第一原発事故の結果を評価する際の役に立つであろう

し、同時にこのような情報は環境修復計画の潜在的な効果について理解を深めるためにも有

用であろう。

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

45. 本委員会は第 1 報の白書で、陸域および淡水域環境を介した移行に関する新規文

献を明確に検討しなかった。第 2 報となる本白書では、委員会は放射性セシウム（1 年目以

降の摂取において最も寄与が大きい）の食品への移行経路および 2015 年に発表された情

報を重視することとした。

46. 第 2 報の本白書で検討された文献のうち、25 編について詳細なレビューを実施した。

以下は当該文献の知見の要約である。
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1. 放射性セシウムの土壌における固定と移動

47. 2013 年報告書では、作物の生産に使われるよく混合された土壌において放射性セシ

ウムはゆっくりとより深い層へ移動すると想定された。例えば、よく混合された土壌の表面

30cm より下への移動は 10 年後で約 7%に留まるといった想定である（1 日当たり 1.9×10−5の

移動速度定数に基づく）。30cm より下の土壌の深さで福島第一原発事故に起因する放射性

セシウムの存在を示すデータは（本白書でレビューされた文献の中では）示されていない。

48. Lepage et al. [L3]によって、また、Matsuda et al. [M5]による広範な調査によって、森林

と住宅地を除く場所の土壌における放射性セシウムの移動速度が測定された。いずれの調

査でも、台風などに伴う累積降水量が大きかったにも関わらず、ほとんどの放射性セシウムは

表面から 5cm 以内にとどまっている。 

49. Uematsu et al. [U1]および Nakao et al. [N5]は、放射性セシウムを固定する土壌の能

力と、土壌特性の差異による影響を測定した。いずれの調査でも、雲母質粘土鉱物と有機物

の存在が、土壌に放射性セシウムを固定する程度に影響を与える主要な要素であることが判

明した。火山灰由来の土壌における放射性セシウムの固定は、他の土壌タイプに比べて低

い可能性がある（このため、植物による放射性セシウムの吸収と土壌深部への移動速度が高

い可能性がある）という証拠がいくつか得られている。

2. 放射性セシウムの土壌から作物への移行

50. レビューされた論文のうち 7 編 [F1, F2, I4, K4, K11, O2, S3]では、土壌から玄米への

放射性セシウムの移行に関する濃度比（放射性核種の食品中濃度と土壌における濃度との

比率）の値が報告されている。これは、2011 年と 2013 年に行われたポット実験とフィールド実

験から得られたものである。これらの文献は、最初の 1 年～2 年における玄米の濃度比が

2013 年報告書の想定よりも（最高で約 10 倍）高かったかもしれないが、2011 年と 2012 年の

間に 2013 年報告書での予測と類似した速度で減少したと示唆している。 

51. Sato et al. [S5]は 2011 年、土壌から 6 種類の果物への放射性セシウムの移行に関す

る濃度比を報告している。報告された値はすべて 2013 年報告書で想定された値よりも高く

（1.6 倍～16 倍）、サクランボで最も値が高かった。Kusaba et al. によるブルーベリーと栗に関

する 2 編の調査 [K17, K18]では、沈着後の最初の 3 年間においては、土壌の放射性セシウ

ムよりも、樹皮表面に付着した放射性セシウムが果物にとっての放射性セシウムの主要な供

給源であったことが示唆されている。2 編の調査 [K17, K18]で報告されている栗とブルーベリ

ーにおける放射性セシウム濃度の減少は、FARMLAND モデルを使用して予測されたものよ

りも速かった。対照的に、Tagami and Uchida [T2]は、千葉県の特定の場所における柿の
137Cs 濃度の減少は FARMLAND モデルによる予測結果と同程度であり、福島県で収穫され

た柿では減少速度がより遅かったことを明らかにした。

52. 緑色葉菜野菜について、Aung et al. [A9, A10]は、137Cs の濃度比が 2013 年報告書

で使用されたものと同程度であり、なかには 2 分の 1 程度低い値もあれば、2 倍～3 倍高い

値も含まれていたことを報告している。Ohse et al. [O2]も、2012 年に大熊町の放射性セシウム

濃度が高い土壌で栽培されたナス、カボチャ、大豆、キャベツを含む一連の作物で放射性セ

シウム濃度比が高かった（最高で 20 倍）ことを報告している。Tagami and Uchida [T1]は、蕗
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の 137Cs 濃度の減少について報告しているが、2013 年報告書において用いられた緑色葉菜

に対する推定速度よりも速かった。

53. Kubo et al. [K12]は、蕎麦の放射性セシウムの平均濃度比について、また Hoshino et
al. [H13]はライ麦における濃度比について報告している。当初（2011 年および 2012 年）の濃

度比は 2013 年報告書での穀物と牧草で想定された値よりも約 10 倍高かったが、2013 年ま

でに同程度の値まで低下した。Sunaga et al. [S11]は、穀物と牧草に関して 2013 年報告書で

想定されているものよりも 20%低い値から 40%高い値にまでの範囲に及ぶ濃度比を示すデ

ータを、限定的ではあるが報告している。

54. 本委員会は、麦あるいは畜産物への放射性セシウムの移行に関して 2015 年に発表

された論文を確認していない。

3. 2013 年報告書で検討されなかった食品への放射性セシウムの移行

55. Hiraide et al. [H6]および Nakai et al. [N4]は、日本の森林のキノコへの放射性セシウ

ムの移行が、他国で報告されているものと同程度に高かったことを示している（例：[I1]）。 

56. Tsuboi et al. [T13]は、2012 年から 2013 年にかけて、5 つの河川を対象に鮎の内臓

（この魚はしばしば日本人に食される）における放射性セシウムの濃度と、集水域の土壌にお

ける濃度との相関関係を報告している。Matsuda et al. [M3]は、放射性セシウムのレベルが異

なる 3 箇所の湖からの 11 種類の淡水魚における放射性セシウム濃度を測定した。これらの

報告では、湖水、堆積物、魚中の放射性セシウム濃度と湖近くの表土の濃度との相関がみら

れている。

57. 本委員会は、野生の動物への放射性セシウムの移行に関して 2015 年に発表された

論文を確認していない。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

58. この予備的なレビューから本委員会は、2013 年報告書の当該分野における仮定と知

見が全体的に引き続き有効であると結論した。土壌または食品中への放射性物質の移行に

関して、日本の状況に特有の新規情報が入手可能となった。これらの情報は、今後福島第一

原発事故についてどのような推定を行うにしても、2013 年報告書で使用されたヨーロッパの

状況に基づくパラメータ値、すなわち他に適切な代替情報がなかったために使用されたパラ

メータ値よりも、そのような推定により適していると思われる。これらの情報を使用することで、

事故後２年目以降で予測されている食品摂取からの線量の時間依存性、および異なる食品

の相対的な重要性について詳細な改善がもたらされる可能性がある。ただし、本委員会は、

２年目以降に予測される経口摂取による線量が及ぼす全体的な影響は小さいと推定してい

る。その主な理由は、食品の制限が継続的に適用されているためである。なお、人での測定

（以下の第 VI 章を参照）では、外部被ばくに比べて内部被ばくは非常に小さいことが確認さ

れており、FARMLAND モデルを使用して予測された食品摂取からの線量は過大評価にな

る可能性が高いことが示唆されている。
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59. 以下の調査分野は、将来の評価に備えて食品への放射性核種の移行に関し、地域

および国を代表するよりよいパラメータ値を用意し、環境修復活動の潜在的な効果について

の理解を深める上で特に有用であると思われる。

(a) 日本の土壌における放射性セシウムの固定メカニズムに基づく長期的な影響を同定

および定量化するとともに、植物の吸収に対する異なる土壌での固定の影響を実証す

る。

(b) 農業・林業環境における放射性セシウムの移行、およびさまざまな農産物・野生食品

への移行についての調査（特に米と「その他の野菜」、イノシシ、野草、キノコ類のカテゴリ

ー）を継続する。

(c) 長期的な経口摂取由来の線量に関する予測を行うための、日本で生産・消費される

多様な食物に特有な環境移行プロセスに関する空間的・時間的モデルを策定する（特に

以下を対象としたもの）。

− 異なるタイプの土壌からの放射性セシウムの吸収の差異、およびこの差異のメカニズ

ムを示す根拠

− 主要な家畜および野生動物の摂食と管理方法 

− 河川・湖の放射性セシウムが食品に移行することによる、長期にわたる潜在的な寄与 

(d) さまざまな農産・野生食品における放射性セシウム濃度の長期的な変化を測定する。 

(e) 土壌から農産物への放射性セシウムの移行を低減する修復対策の有効性に関する

調査を継続する。

VI. 公衆の線量評価に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

60. 本委員会の目的は、日本人の異なる小集団を代表すると考えられる、範囲を限定した

個人グループの線量について、現実的な推定値を示すことであった。外部被ばくによる線量

を評価するために、本委員会は、チェルノブイリ原発事故後のヨーロッパでの調査研究から

導出されたパラメータを含み、事故の影響を受けたロシアのブリャンスク地方で熱ルミネッセ

ンス線量計によって測定された多数の個人線量の値を用いて検証された計算モデルを採用

した。本委員会は 2013 年報告書において、これらのモデルを日本の行政区画または都道府

県における放射性核種の人口平均沈着密度と併せて使用しているが、この平均密度は、放

射性核種の沈着密度の測定値を人口密度と組み合わせて導き出されたものである。日本の

異なる人口グループの人口密度と年齢構成および職業要素に関するデータは、2010 年国

勢調査に基づいたものであった。

61. 内部被ばくによる公衆の被ばく線量評価において、本委員会は、2 つの被ばく経路、

吸入および経口摂取を考慮した。吸入による被ばくについては、通過中の放射性プルーム

の放射性核種のみに基づいて評価し、その後の再浮遊放射性核種の吸入は有意に寄与し

ていないと考えた。通過中のプルームの放射性核種の吸入による被ばくは、空気中の放射
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性核種の濃度と、仮定したソースタームおよび ATDM を用いて導出した沈着密度レベルとの

比率に基づいて、沈着密度の測定値から推定している。

62. 事故後 1 年間における食品および飲料水中の放射性核種の摂取量は、福島県およ

び他の都道府県が実施した食品と飲料水の測定値のデータベースを用いて評価している。

このデータベースには、食品の検査を目的として行われた多数の測定値が含まれていたた

め、サンプリングに関していくらかの偏りがあった。放射能が高い試料がより選択されたものと

見られる。しかしながら、2013 年報告書の作成時には、他の食品の測定はできていなかっ

た。

63. その後の数年間で、現在の日本の状況および農業活動に合わせて一部の移行係数

が調整された FARMLAND [B5]の修正版が、陸域の食物連鎖を通じた放射性核種の移行

の推定に適用された。このモデルは、日本の行政区画また都道府県における放射性核種の

人口平均沈着密度に関する入力データと組み合わせて用いられた。

64. 避難地域では、環境中の放射性核種の濃度の測定値を用いることはできなかった

が、避難地域の住民に関して、本委員会は、大気への放出に関して仮定したソースタームお

よび ATDM を用いて、環境中の放射性核種の経時的な濃度変化を推定した。その後、アン

ケート調査の結果から導いた住民の移動を示す代表的なシナリオを適用し、避難前、避難

中、避難後の期間の外部被ばくによる線量および吸入による線量が推定された。

65. ホールボディカウンタ（WBC）や甲状腺測定といった人体内の放射性核種の測定は、

内部被ばくに関する直接的な情報源となる。しかしながら、2013 年報告書の作成時における

甲状腺の測定数は限定的（約 1,100 名）であり、これらのデータは、いくつかの地区において

モデル計算された甲状腺の線量を追認するためにのみ利用可能であった。加えて、本委員

会が WBC 測定のデータが利用できるようになったのは、2013 年報告書作成の最終段階に

なってからであり、包括的なデータ解析はできなかった。そうした状況ではあったが、本委員

会により、人の測定に基づく内部被ばく線量の評価が一部実施され、2013 年報告書に掲載

された（[U3]段落 116～118 参照）。この結果は、全身計測に基づく内部被ばくからの推定線

量がモデル計算に基づく推定値よりも大幅に低いことを示していた。

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

66. 第 1 報の白書で、本委員会は、当該分野における知見は引き続き有効であり、それ

以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。一方、新規文

献の大部分は、2013 年報告書の主要な仮定および知見を広く裏付けあるいは追認してい

る。さらに、全身計測の結果により、食品中の放射性核種の経口摂取による実効線量は実際

には理論的な推定値よりもかなり低かった可能性があるという 2013 年報告書の記述の信頼

性が増したといえる。

67. 第 2 報となる本白書で検討した文献のうち、16 編の査読付き学術論文と IAEA 報告

書 [I2]について詳細なレビューを実施した。2013 年報告書の主要な知見に実質的な影響を

与えるものはなく、9 編は主要な仮定の全体または一部を追認している。以下は、かかるレビ

ュー結果の要約である。
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68. IAEA 報告書 [I2]には、2015 年第 1 四半期までに発行された多数の査読付き論文と

他の関連データソースのレビューが含まれていた。IAEA 報告書の執筆者は、公衆の線量分

布の確率論的解析および入手可能な線量評価のためのパラメータと 2013 年報告書 [U3]の
値との比較を含め、入手可能なデータを詳細に分析した。すべてのケースで、入手可能な情

報は 2013 年報告書の知見と矛盾しないとの結論に達している。 

1. 外部被ばく

69. 福島第一原発事故後、外部被ばくによる線量推定の基本調査を含む福島県民健康

調査（FHMS） 11が開始された。情報は、50 万人以上（2011 年における福島県全住民の

26%）が回答した、事故後最初の 4 ヶ月間における住民の行動に関するアンケートから収集

された [I7]。このデータを空間および時間依存的な線量率に関する情報 12と組み合わせるこ

とで、4 ヶ月間の外部被ばくによる個人の実効線量の評価が可能になった。Ishikawa et al. 
は、福島県全域の 42 万 1,394 人の最初の 4 ヶ月にわたる線量の分布を 7 つの地域、複数の

特定の行政区画、および年齢・性別ごとに示した。

70. 最初の 4 ヶ月間における推定線量の完全なデータセットが示した分布は以下の通り

であった。すなわち 62%が 1mSv 未満、94%が 2mSv 未満、99%が 3mSv 未満であった。外

部被ばくによるすべての個人線量に対する算術平均と最大値はそれぞれ、0.8mSv と 25mSv
であった。福島第一原発の北側と西側の地域、県北（1.4mSv）、県中（1.0mSv）、相双

（0.8mSv）の住民が受けた平均線量が高かったと評価された。これらの地域のうち、最も高い

平均線量は飯舘村の住民のもの（4mSv を超える）であったと評価された。また、高齢者

（50 歳～79 歳）は他の成人（20 歳～49 歳）、特に小児と青年（0 歳～19 歳）に比べて受けた

線量がいくぶん高かったと評価された。これは、乳児および小児の線量が成人の線量よりも

高いと評価された 2013 年報告書 [U3]とは対照的である。男性の線量は一般的に女性の線

量よりも若干高いと評価された。

71. FHMS で推定された線量と 2013 年報告書で推定された線量とを（地域を離れなかっ

た人の 1 年目の外部被ばくによる線量は最初の 4 ヶ月間分の約２倍になるという想定に基づ

いて）比較することはできるが、より詳細な比較を行うためには特別な分析が必要になる。

2013 年報告書には特定のグループと町の線量が示されているが、FHMS はより大きな地域と

集団の線量を報告している。ただし、どちらの調査でも、外部被ばくから推定される線量は一

般的に低いと結論している [I7, U3]。 

72. Naito et al. [N3]は、福島県で影響を受けたさまざまな地域の住民 26 人の外部被ばく

による個人の線量を比較した。この線量は、2013 年 9 月 20 日から 11 月 7 日の間に個人用

電子線量計（D-シャトル）を使用して測定されたものである。線量は、毎日の活動パターンを

考慮に入れて周囲の線量率の測定値から評価し、各ボランティアが着用する地理情報システ

ム検出器を使用して定量化された。その結果は、（ボランティアが動き回るため）個人の実効

11 福島県民健康調査は、福島県立医科大学が日本政府の予算措置を得て行っている大規模な健康アンケ

ート・集団検診プログラムである。集団検診には 2 つの主要な要素がある。すなわち 0 歳～18 歳で被

ばくした小児の甲状腺疾患の集団検診と、福島第一原発事故当時、妊娠していたか母乳による育児中

であった女性とその子どもを対象とした集団検診である。
12 本段落およびその後の段落では、レビューされた文献の著者が使用した用語を使用しているが、これ

が不正確な場合もあることが認識されている。
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線量の平均は、時間積分した周辺線量当量率の 29%であったことが示された。これは、

2013 年報告書の評価とよく一致している [U3]。 

73. Nomura et al. [N6]は、(a) 2012 年の 3 ヶ月間に南相馬市の 520 人の児童について測

定された外部被ばくによる個人線量と、(b) 自宅外で測定された線量率との間に統計的に有

意な相関関係があることを実証した。対照的に、個人の線量と年齢または性別、あるいは学

校における屋外活動中の行動との間に統計的に有意な相関関係は見つからなかった。これ

は、自宅外の線量率（0.19μSv/h～1.38μSv/h）は全般的に学校のグラウンドでの線量率

（0.06μSv/h～0.22μSv/h）よりも高いことが一因になっている可能性がある。 

74. 南相馬市では、2012 年～2013 年における内部被ばくおよび外部被ばくによる個人の

線量を測定することを目指した集団検診プログラムに 881 人の児童が参加した [T14]。児童

は全員、個人用ガラス線量計をさまざまな時季の 3 ヶ月間着用するとともに、体内の放射性

セシウムを WBC によって測定された。年間実効線量は 0.025mSv から 3.5mSv で、中央値は

0.7mSv であった。881 人のうち、体内から放射性セシウム（134Cs の場合は 220Bq、137Cs の場

合は 250Bq を超えるレベル）が検出されたのは 3 人のみで、総線量の 90.3%は外部被ばく

の結果だと推定された。この知見は 2013 年報告書に一致している [U3]。この調査では、福

島第一原発事故から 2 年目にあたる 1 年間における南相馬市の児童の年間実効線量が低

かったことも示されている。

75. Mikami et al. [M9]は、3 つの異なる期間に約 6500 箇所で取得された測定結果を使

用し、福島第一原発周辺の空間線量率マップを作成した。空間線量率の経時的な変化が調

査された。2011 年 6 月から 2012 年 12 月までの 18 ヶ月間の空間線量率の減少は、同期間

における放射性セシウムの放射性崩壊からのみによる減少よりも 10%大きく、これは 2013 年

報告書で実施された放射性セシウムの土壌への移行のモデル計算とよく一致している [U3]。
空間線量率の減少傾向は土地の利用とは関連しないことが観察された。

76. Yoshida-Ohuchi et al. [Y7]は、避難が行われた飯舘村および南相馬市小高区にある

69 戸の木造一軒家の室内と屋外の広い土地で線量率を測定した。522 件の調査結果に基

づき、屋外線量率に対する屋内線量率の比率（線量低減係数（DRF））が計算された。観察さ

れた DRF の中央値は 0.43 で、四分位範囲は 0.34～0.53 であった。これは、2013 年報告書

の公衆線量評価のために本委員会が使用したパラメータと一致している [U3]。著者らは、

1 階と２階で DRF に違いはなかったことを明らかにしている。ただし、家屋内での部屋の位

置、地域の地形、セメントタイル屋根の使用が DRF に影響を与えた。リビングルーム（通常は

家の表側にある）の DRF の中央値は 0.38 (0.31～0.47)、家の裏側にある部屋の DRF の中

央値は 0.49 (0.41～0.62) であった。 

77. Satoh et al. [S6]はモンテカルロシミュレーションを使用して、沈着した放射性セシウム

からの外部被ばくについて年齢に依存する線量換算係数を計算し、乳児、小児、成人の受

けた線量を推定した。この作業は以前の調査を拡張するもので、その結果はそれらの調査と

一貫していた。若年者の実効線量率は成人よりも高くなると推定されていたが、数値的には

福島第一原発周辺で継続的に測定されている周辺線量当量率を下回るものであった。著者

らは、平面線源に対する線量換算係数を使用して立体線源に対する線量換算係数を導出

する方法も提案している。彼らはこの方法を使用して、想定される土壌の深度プロファイルで

分布した放射性セシウムからの線量を推定した。また、放射性セシウム沈着後の 1 ヶ月目と

2 ヶ月目、1 年目、および生涯（50 年と想定）にわたって累積する実効線量の換算係数を導き
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出した。このようなデータは、事故の影響で放射性物質のレベルが上がった地域に残ってい

る人々や修復後の地域に戻って居住する人々の線量を推定する上で有用である。

2. 内部被ばく

78. Orita et al. [O5]は、2012 年にいわき市の 2,839 人、2013 年に 2,092 人の住民を対象

に行った WBC 検診について報告している。その結果、最初の検診では対象者の 99%で体

内の放射性セシウムが 300Bq を下回り、２回目の検診で全対象者が 300Bq 未満であったこ

とを示している。それぞれの内部被ばくに相当する預託実効線量の推定値の範囲は、一次

検診で 0.01mSv～0.06mSv、二次検診では 0.01mSv～0.02mSv であった。このような非常に

低い慢性的な内部被ばくのレベルを確認し、「放射線の健康リスクを伝えることで住民の懸念

を軽減する」ためには長期的なフォローアップ調査が有用である。上述の結果は 2013 年報

告書の推定値に即したものであった [U3]。 

79. Tsubokura et al. [T15]は、2013 年に南相馬市に居住していた小児の実効線量に対す

る内部被ばくの寄与は少ないというさらなる証拠を提示した。同市の 3,299 人の小学生と中学

生のうち、3,255 人（98%）が学校の健康診断において WBC 測定による検診を受けた。134Cs
で 220Bq、137Cs で 250Bq という検出下限値を超える放射性セシウムが検出された生徒は一

人もいなかった。これらの検出下限値は、放射性セシウムの 1 日あたりの摂取量が一定であ

るという仮定に基づくと、134Cs および 137Cs 双方の内部被ばくによる年間実効線量として、そ

れぞれ 6 歳で 66μSv、10 歳で 40μSv、15 歳で 25μSv に相当する。生徒には、福島県外から

の食品を消費した者、生産地域が不明な食品を消費した者、地元で生産された食品を消費

した者（放射性核種の含有量に関する試験を受けていない食品を含む）が含まれていた。

80. 2013 年～2015 年の公衆の内部被ばくが低レベルであったさらなる証拠を Hayano et
al. が提供している [H2]。2013 年 12 月から 2015 年 3 月までの期間、福島第一原発の北側、

西側、南側にある 3 箇所の病院において、身長 130cm 未満の乳児および小児のスキャンに

適した 3 台の WBC (Babyscan)が使用された。この期間中、福島県、宮城県、茨城県の 1 歳

から 12 歳までの小児 2,707 人について測定が実施されている。すべての子どもについて、

体内の放射性セシウムは、検出下限値である 3Bq/kg を下回っていた。この検出下限値は、

1 日あたりの放射性セシウムの摂取量が一定であるという仮定に基づき摂取率を 1Bq/日～

2Bq/日（年齢によって異なる）とした場合の年間内部被ばく線量として、8µSv～16µSv に相当

する。これは、1 年目以降の内部被ばく線量が非常に低いと推定した 2013 年報告書の評価

と一致している。

81. スキャンを受けた乳児および小児の保護者は、家族の食習慣に関するアンケートに答

えるよう求められた。地元の水を飲むことや福島県で生産された米または野菜を消費すること

を避けた家族の割合は、大子町および三春町で 1%から 4%、南相馬市および相馬市で

57%から 65%であった。この差は放射線リスクの受け止め方に起因しており、確認された各地

域の放射線のレベルを反映しているわけではなく、事実、三春町、南相馬市、相馬市におけ

る放射線のレベルは同程度であった [H2]。 

82. 事故後におけるより長期的な公衆被ばくの潜在的な線源となる可能性のある 90Sr の

寄与を明らかにするため、Nabeshi et al. [N1]は、2011 年～2013 年に日本全国から収集した

野菜および畜産物のサンプル 53 品目を分析した。それまでに放射性セシウムが検出されて

いた 40 品目のサンプルの中から 25 件で 90Sr が検出され、放射性セシウムが検出されてい



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 [...] 19 

なかったサンプル 13 品目の中でも 8 件から検出された。海水魚、淡水魚、米、穀物、豆、牛

肉、その他の食品における 90Sr の濃度は、福島第一原発事故前に報告されていた濃度を有

意に超えるものではなかった。また、放射性セシウムが検出されたサンプルと、検出されなか

ったサンプルの間でも 90Sr の濃度に差はなかった。このため、食品サンプルにおける 90Sr の
濃度は、核実験による世界的な放射性降下物によって生じたバックグラウンドとして存在して

いる 90Sr の濃度と区別がつかないと結論された。これは、福島第一原発事故の結果、90Sr の
濃度が顕著に上昇していないこと（同時にこれによる被ばくがなかったこと）を示唆している。

著者らは、将来参照できるデータをさらに収集するため、福島第一原発の近隣地域で収穫さ

れたサンプルを含むさまざまな食品サンプルを対象に、90Sr の分析を継続する予定である。 

3. 修復

83. 2012 年以降、避難が行われた除染特別地域（SDA）および居住者のいる汚染状況重

点調査地域（ISCA）における地区の除染が行われている。SDA で除染が行われた町の中に

は、避難命令が 2014 年に解除されたところもあり、住民の帰還が始まっている。修復の前後

で定期的に線量率の測定が行われているが、まだ査読付き論文では発表されていない。線

量率の観点からだけでなく、住民の年間実効線量（個人および集団の双方）の観点において

も除染の効果を評価することが重要である。後者は、線量率の測定からの外部被ばくによる

線量を推定するか、除染前後の住民の個人ベースの線量を測定することで評価できる。

84. 修復作業後においては、2013 年報告書で使用されている地表に沈着した放射性核

種からの外部被ばくによる線量を推定する方法の有効性が損なわれる可能性があり、予測線

量は屋外および屋内の線量率の測定値を基に評価する方がよいであろう。Yajima et al. [Y1]
は、福島県内の多数の調査地域全体で多くの住宅地および職場の周辺線量率を測定し、個

人の線量も個人線量計を使用して測定した。この測定結果では、外部被ばくによる加重周辺

線量率に対する個人線量計に基づく個人線量の比率が 0.7 であったことが示されている。ま

た、この論文では、2013 年報告書 [U3]で使用されたパラメータと比較可能な、国内における

いくつかの居住パラメータと建物の防護パラメータを示している。調査が行われたすべての地

域で、屋外作業者の推定実効線量は、屋内作業者の値よりも大幅に高かった。

85. Martin et al. [M2]は、軽量のガンマ線スペクトロメータを備えた低空無人航空機と高

度標準化システムを開発し、福島県内の 3 箇所で試験を行った。その目的は、放射性物質

の沈着レベルの高空間分解能マップ（1 メートル未満）を作成することを目的としていた。この

装置は、操縦者が受ける線量を大幅に低減しつつ、沈着レベルの高い地域と修復済みの地

域の双方を迅速に調査する貴重な方法を提供するものであった。このような機器を利用でき

ることは、放射性物質の沈着レベルの高空間分解能による正確な特性や、地域が修復され

たかどうかの検証、修復が有効に行われたかどうかの評価を行う上で重要である。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

86. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に入手可能となった新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。新規文献

の大部分は、特に以下の点において、2013 年報告書の仮定および知見を全般的に裏付け、

追認している。
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(a) 日本の公衆の放射線量は引き続き、2013 年報告書の知見通りに減少している。 

(b) 個人線量または線量率の測定値から、国内の建物の防護係数および被ばくシナリオ

と組み合わせることで評価された日本の公衆の外部被ばく線量は、概して 2013 年報告

書の知見と一致している。

(c) WBC 測定によって評価された、食品中の放射性セシウムの摂取に起因する日本の

公衆の線量は低く、2012 年以降に関する 2013 年報告書の知見と矛盾しない。 

(d) セシウムとヨウ素以外の放射性核種（90Sr など）の寄与を明確にする作業が進められて

いるが、それによる内部被ばく線量への寄与は小さいと思われる。

87. 本委員会は、以下に示す分野での調査が 2013 年報告書で確認された研究ニーズへ

の対応に寄与する可能性が高いとして特定した。

(a) さまざまな環境での沈着物質への外部被ばくによる線量率を継続的に測定し、予測

するとともに、経時的な変化を追跡する。

(b) 線量評価モデルを改良するために必要となる地域および国を代表する以下のような

パラメータ値を定める。

− 建物の防護パラメータ値 

−   年齢および社会グループごとの、さまざまな建物のタイプおよび異なる時季における

　　屋外および屋内で過ごす時間

− 栽培食物および野生食物の流通システムや消費習慣に関するパラメータ値 

(c) 放射性核種の沈着が多い地域の住民の外部被ばくによる個人線量を測定して、線量

評価モデルを検証するとともに、不確かさ解析のための実験による根拠を得る。

(d) 食習慣が異なる人を対象とした放射性セシウムの体外計測をさらに実施し、線量およ

びその分布の推定の向上に役立てる。

(e) 食品に含まれる放射性核種の摂取による被ばくのレベルへの影響という観点で、土壌

から植物への移行、日本の食品流通システム、全国の食品消費習慣、放射性物質に関

する日本の食品検査システムの役割を明確にする。

(f) 福島第一原発事故後における、さまざまな食品（農産物および野生）の経時的な放射

性セシウム濃度を測定する。

(g) 環境における放射線に関する指標（線量率、放射能濃度など）の低減、および住民の

外部・内部被ばくに対する回避線量への影響の双方の観点から、環境修復計画（除染、

農業対策など）の効果を定量化する。

(h) モデル計算された公衆の線量分布を、確率論的アプローチを使用して、個人間のば

らつきを示しつつ、より精密に把握し、その結果を人の測定値と比較する。
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VII. 作業者の線量評価に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

88. 本委員会の作業の主な目的は、日本で報告された作業者の個人線量が実際の線量

をどの程度正しく信頼できる数値として提供できているか、そして、報告された線量に基づい

て、健康に及ぼす影響についてどの程度信頼できる解釈ができたのかを評価することであっ

た。2012 年 10 月末までに、東京電力（東電）は、福島第一原発の 2 万 5000 名の作業者の

線量に関する統計学的データを報告しており、そのほとんどは協力企業の従業員であった。

東電の報告によると、事故後 19 ヶ月間の福島第一原発作業者の平均実効線量は約 10mSv
であった。この期間中、作業者の約 34%で実効線量が 10mSv を超え、作業者の 0.7%
（173 名に相当）で 100mSv を上回った。報告された実効線量の最高値は東電社員の

679mSv であり、この社員の内部被ばくによる預託実効線量も、報告された値の内で最も高か

った（590mSv）。数百名の緊急作業従事者における線量の統計情報は別途報告された。 

89. 内部被ばくによる預託実効線量が 100mSv を上回る 12 名（計 13 名の作業者の内）

の作業者を対象として、本委員会が独自に線量を評価した結果、131I の吸入による当該作業

者の甲状腺吸収線量は 2Gy～12Gyであったことが確認された。 

90. 内部被ばく線量の評価値がより低い、さらに多くの作業者について評価の信頼性は、

作業者の無作為抽出サンプルについて独立した評価を行うことで確認されてた。

91. 本委員会は、体内から 131I が検出された作業者について、東電が報告した評価の信

頼性を確認している。しかしながら、ほとんどの作業者の場合、甲状腺内の 131I の計測は

2011 年 5 月中旬から下旬になるまで開始されておらず、この遅延により、多くの場合で 131I
はもはや検出されなかった。同様の理由で、132Te や 133I などの半減期のより短い放射性核

種の摂取による内部被ばくへの寄与についても、確実な評価はできていない。本委員会は、

東電が報告した評価のうち、体内から 131I が検出されていなかった作業者についてなされた

もの、および協力企業が報告した評価について、いずれも信頼性を確認することはできなか

った。

92. 本委員会は、外部被ばく評価の信頼性に影響を与える可能性のある主な要因は、

2011 年 3 月に電子式個人線量計を共有しており(なぜなら、津波で線量計の大半が失われ

ていたため)、多くの作業においてチーム内の作業者の 1 名のみしか線量計を着用すること

ができなかったことであると判断した。

93. 本委員会には、作業者の眼の水晶体の線量を評価するためのベータ線による被ばく

に関する十分な情報がなかった（[U3]段落 143）。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

94. 本委員会は第 1 報の白書において、2013 年報告書以降に一部の作業者について推

定された線量に有意な変化があったが、これが主要な知見に実質的な影響を与える可能性

はないであろうと結論した。ただし、再評価で使用されたデータおよび方法をより詳しく分析し

て確認する必要性も指摘された。



22 2016年白書 

95. 第 2 報となる本白書で検討された文献のうち、6 編の査読付き学術論文と IAEA 報告

書 [I2]について詳細なレビューを実施した。1 つの文献 [Y6]ではモニタリング手順に加えら

れた改善に関する情報が提供され、2 つ目の [K10]ではデータと分析が提供された。双方と

もに、本委員会の 2013 年報告書の追跡評価に際して関連する可能性がある。2013 年報告

書の主要な仮定を追認したり、異議を唱えたりする文献はなく、主要な知見に実質的な影響

を与える文献もなかった。

96. 2013 年報告書の発行後に、東電社員および協力企業の作業者について再評価され

た線量の結果が入手可能となっており、IAEA 報告書 [I2]はこの再評価の結果を考慮に入れ

た作業者の線量に関する統計的な分析に言及している。東電社員および協力企業の双方の

作業員の個人線量当量を統計的に分析することにより、2011 年における作業者の個人線量

当量の確率密度分布と累積確率分布が得られている。現場作業者の職業被ばくの推定値

は、2013 年報告書の知見と一致している。 

97. Yasui [Y6]は、日本の厚生労働省（厚労省）が実施した実態調査から得られた教訓を

示している。この調査は、福島第一原発において、外部被ばくによる線量の値を低く示すよ

う、警報付き個人線量計の上に遮蔽用の鉛を覆うことで読み取り値が意図的に操作された事

例に対応して実施されたものである。実態調査は、厚労省の指定した方法を使い、「類似した
事例を特定し、この事件の再発を防ぐ対策を決定するため」に行われた [Y6]。もしこのような

意図的な操作が広く行われていたものだとすると、日本で報告されている外部被ばくの線量

の信頼性に関する本委員会の評価が影響を受ける可能性がある。厚労省は、この調査で意

図的にデータが改変された事例は他に見つからなかったとしている。Yasui が重視したのは、

意図的な読み取り値の操作に対する直接的な防止策ではなく、実践的な外部被ばくモニタリ

ング手順の改善によって福島第一原発の作業者の放射線防護を向上できるであろうという教

訓であった。ただし、Yasui は被ばくデータの操作による隠蔽には、作業者と雇用者の双方に

とっての共通利益があるため、「…厚労省は、実態調査でさらなる線量計操作の事例を見つ
け出すことは難しく、むしろ、作業者がデータ操作の行為に及ぶ動機を最小限に抑えることの
できる将来のシステムを構築するための情報収集の機会とすることを意図した」と述べてい

る。このコメントを見る限り、意図的な操作が及んだ範囲に関する調査結果がどの程度確固た

るものかについてはいくらか疑義が残る。入手することができた証拠を考慮した上で、本委員

会は、さらなる意図的な操作が行われていたとしても、おそらくは広範なものではなく、

2013 年で評価した知見は引き続き有効であると判断した。 

98. 事故の救急対応時に被害者の治療に関与した医療従事者の線量評価について報告

された査読付きの文献はほとんどなかった。Kodama et al. [K10]は、南相馬市立総合病院

（福島第一原発の北 25 km）で 2011 年 7 月と 8 月に 101 人の病院職員を対象に行われた体

外計測の結果を報告している。この測定は、近隣の医療施設に対する原発事故の影響に関

する広範な調査の一環として実施されたものである。測定の対象となった医療従事者は、

2011 年 3 月 11 日から入院患者の全員が避難した 20 日までの期間に、入院患者と外来患

者の治療にあたっていた。これらの医療従事者は、放射性核種による汚染によって、外部被

ばくおよび内部被ばくの両方、あるいはそのいずれかの被ばくを受けていた患者を介して被

ばくした可能性があった。職員は 3 月 14 日に安定ヨウ素剤を服用するとともに、化学防護服

の着用を指示された。医療従事者に対して放射性核種の全身測定が行われ、預託実効線量

が推定された。101 人の職員のうち、24 人で 134Cs が検出され、預託実効線量は全員が

1mSv 未満であると報告された。134Cs には検出可能なレベルの 137Cs が伴うことが考えられる

が、体内の 134Cs のみについて結果が報告されており、なぜ 137Cs について報告されていな
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いのかは明らかでない。これらの比較的低い線量は、2013 年報告書で報告されたサイト外の

他の作業者に関する知見と一致している。医療従事者の体外計測の測定値から評価された

預託実効線量を報告する文献として、もう 1 編の査読付き英文論文が報告されている（長崎

大学の緊急被ばく医療支援チーム（REMAT）の 5 人について、Matsuda et al. が報告してお

り [M4]、131I、137Cs、134Cs の摂取による預託実効線量は、REMAT の 5 人全員が 0.1mSv 未

満であった）。異なる地域での医療従事者に関するさらなる査読付きの文献は、日本語で入

手可能である。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

99. 委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以降

に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。

100. 本委員会は、眼の水晶体の被ばくについて、または 2013 年報告書で特定されたさま

ざまな分野での推定線量の質の改善について、情報に基づいた判断を可能とする新規情報

を確認することはできなかった。当該分野でのさらなる調査は特に重要となるであろう。

VIII. 作業者と公衆における健康影響に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

101. 本委員会は、福島第一原発事故による健康リスクは、公衆および作業者の被ばく線

量が有意に低いためにチェルノブイリ原発事故の場合よりもはるかに低いと予想されると認識

していた。放射線被ばくによる確定的影響は公衆では観察されておらず、今後も出現しない

と予測されている。妊娠中の被ばくによる自然流産、その他の流産、周産期死亡、出生時異

常または認知機能障害の増加は予測されていない。また、「事故によって被ばくした人の子

孫における遺伝性疾患の識別可能な増加」（[U3]段落 224）が生じるとも予測されていない。

放射線被ばくに関連する白血病または乳がん（最も放射線に誘発されやすい 2 種のがん）や

他のタイプの固形がん（おそらくは甲状腺がん以外）の発生率が、識別可能なレベルで放射

線に関連して上昇することはないと予測されている。福島第一原発事故による甲状腺線量の

推定値はチェルノブイリ周辺が受けた線量よりも大幅に低いため、チェルノブイリ原発事故後

に発生したような放射線被ばくによる甲状腺がんの大きな過剰発生は考慮しなくともよいとみ

なされた。ただし、事故当時 18 歳未満の子供に対する超音波を使用した感度の高い甲状腺

集団検診により、多数の甲状腺嚢胞と固形結節および「このような集中的な集団検診がなけ

れば通常は検出されない」多数の甲状腺がんなどが検出されると予想されている（[U3]段落

225）。しかし、事故による有意な放射性核種の沈着が生じていない青森県、山梨県、長崎県

の各県で、同様またはわずかに高い有病率で嚢胞と結節が確認されていた。福島県の

FHMS で既に観察されていた相当量の症例は、放射線の影響ではなく、集団検診の感度に

よる可能性が高いとみなされた。

102. 福島第一原発緊急作業者の間で確定的影響が生じる可能性は低いと考えられてい

るが、本委員会は、甲状腺機能低下症の可能性を除外することはできず、また、ベータ線被

ばくによる眼の水晶体の被ばく線量に関する情報が不十分なため、白内障のリスクを評価す

ることもできなかった。被ばく線量が 100mSv を上回る（主に外部被ばくによる）173 人の作業
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者から生涯にわたり 2 症例～3 症例のがんの過剰発生が推測される可能性はあるが、本委

員会はこのような被ばくによるがん発生率の増加が識別可能となる可能性は低いと考えてい

る。本委員会は、作業者の間で推測される甲状腺がんのリスクの規模について、放射線被ば

くによる発生率の上昇を識別できる可能性は低いであろうと判断した。

103. 本委員会は、一般公衆および作業者において観察された主要な健康影響は、精神

衛生の問題および社会福祉の脆弱化であると認識していた [U3]。本委員会は、放射線被

ばくに関連しない健康への影響は評価しなかった。このような健康影響の発生とその重篤度

の推定は、本委員会の負託の範囲外である。

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

104. 本委員会は第 1 報の白書で、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有

効であり、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達し

た。

105. 第 2 報となる本白書で検討された文献のうち、11 編の査読付き学術論文と IAEA 報

告書 [I2]について詳細なレビューを実施した。後述する 1 編のみが、2013 年報告書の仮定

または知見に異議を唱えていた。他の文献は、2013 年報告書の知見を強化するか、補足し

た。3 編の文献は、検査時点で若年であった対象者の甲状腺がん検診に関する情報を提供

している。これらは、FHMS で観察された検出率に関する解釈を提供することを目的として、

被ばくしたグループおよび被ばくしていないグループの双方における甲状腺嚢胞、結節、が

んの検出率に関する情報を含んでいる。さらに 2 編は、集団検診で検出された小児甲状腺

がんを解釈する際に関連する放射線生物学上の洞察を提供している。残りの文献は、心疾

患や他の非がん疾患、または作業者の健康に関する情報を提供するものである。

106. IAEA 報告書 [I2]は、福島第一原発事故後に日本で開始された健康調査について

記述している。この中には、公衆を対象とした FHMS と復旧作業に関与した作業者の健康モ

ニタリングが含まれている。同報告書は、その刊行時点において、作業者と公衆については、

医師により診断され、病理学的に確認され、それが福島第一原発事故で生じた放射線被ばく

に起因すると考えうる健康への影響は認められていないと結論している。

107. IAEA 報告書は、2011 年 3 月から 2014 年 8 月までの間に記録・報告された福島第

一原発作業者の線量に係る生涯寄与リスク割合（LARF）（放射線被ばくに起因すると推定さ

れるがんの発生率の割合）の推定値をさまざまな形の悪性腫瘍について比較している。これ

らの LARF は、ICRP リスクモデルと WHO リスクモデルとを使用して得られた [W4]。IAEA 報

告書は、固形がん、白血病、およびがん全体について推測される LARF がすべて 1%未満で

あったとしている。甲状腺がんに関する LARF は、受けた甲状腺線量に応じて作業者間で異

なるが、甲状腺線量を入手できた作業者集団全体の LARF はいずれのリスクモデルでも 3%
以下の水準であった。

108. また、IAEA 報告書は、線量の高い地域のさまざまな場所の公衆、および小児を含む

さまざまな集団に係る LARF 推定値も提供している。これらの集団の線量は、緊急作業者の

それよりも低かったため、LARF 値も 0.1%～1%と低かった。若年小児における甲状腺がんの

LARF は、甲状腺線量の情報を入手できた全地域で 1%未満であった。 
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109. IAEA 報告書は、FHMS での甲状腺検診結果の予備的な更新情報を提供している。

この中には、2 回目の甲状腺検診を受けた福島県の 12 万 1,997 人の小児／青年も含まれて

いた。このうち、1,043 人は甲状腺の結節または嚢胞が検出されたため、精密検査に回され

た。事故当時に平均年齢が 13.1 歳（6 歳～18 歳）であった 5 人の小児が、新たに甲状腺乳

頭がんと診断された。ただし、さらに 10 人が穿刺吸引生検または手術を待機していたため、

がん発生率／有病率の正確な推定には至らなかった 13。IAEA 報告書は、事故の影響を受

けた地域から遠く離れた場所に居住する小児で同じ集団検診が行われたが、同様の結果が

得られ、発見された疑わしい症例や悪性の症例の割合も福島県の各地域とほぼ同じであっ

たと述べている。多くの場合で、甲状腺がんは 10 代後半の小児から発見され、事故発生時

に最も影響を受けやすい年齢層、すなわち 5 歳未満であった小児からは発見されなかった。

IAEA 報告書は、調査で検出された甲状腺異常が事故による放射線被ばくに関連していると

は考えにくいと結論した。

110. 事故に起因する放射線被ばくがほとんどない日本の 3 地域で、1 回目の超音波検診

で甲状腺結節または嚢胞があると診断された 31 人の小児を対象に、2 ヶ月～15 ヶ月の追跡

検査が実施された [H4]。このうち 3 分の 1 の症例では、再検査の結果「正常」と診断され、

1 例は甲状腺がんと診断され、残りはさまざまな良性病変という結果であった。FHMS の集団

検診プログラムにおいても、当初、甲状腺結節または嚢胞と診断された事例について、同様

の分析を行うことが、比較の上で有益であろう。

111. 1 編の論文 [T17]（およびその後に発表された、批判への回答 [T16]）は、甲状腺がん

の発生率が放射線によって上昇したことを証明できると主張している。著者らは福島県で

50 倍（95%信頼区間：25 倍～90 倍）の過剰を報告している。しかし、調査の計画と方法は、こ

の解釈を正当化するにはあまりにも偏りが生じやすいもの [J2]であった。Tsuda et al. [T17]
は、観察された甲状腺がん発見率に対する、甲状腺の高感度超音波検診の影響を十分には

考慮に入れていない。彼らの結論は、FHMS の集団検診を受けた人の甲状腺がん発見率

と、小児の甲状腺検診結果がほとんど含まれていない日本の他の地域での発見率との比較

に基づいていた。小児期に検診を受けた他の集団、特に被ばくしていない 3 県で超音波検

診を受けた小児についての調査 [H3]、および日本の若年層における他の検診調査 [T6]で
は、放射線被ばくのない甲状腺がんのベースライン発見率が FHMS の発見率と同程度であ

ることが判明している。同様に、韓国で広範な検診を行ったところ、甲状腺がん発見率の明ら

かに大幅な上昇を経験した[A2]。また、検診で検出されたがんの一部は、放射線被ばくの前

から存在していた可能性がある [T5]。 

112. Wakeford et al. [W2]は、FHMS が調査した小児の甲状腺がん有病率について、事故

に起因する被ばくが比較的低い地域、中程度の地域、および高い地域（Tsuda et al.の定義

によるもの）にそれぞれ居住していた小児の有病率を比較することで、Tsuda et al. の論文の

データを分析している。Wakeford et al. による分析では、線量反応関係の傾向は何ら認めら

れなかった。実際、被ばくが最も高い地域と最も低い地域における甲状腺がん有病率の比は

わずか 1.08（95％信頼区間：0.60～1.96）であった [W2]。このほかにも、Tsuda et al.と小児の

放射線誘発甲状腺がんに関するデータの本質的な部分には、以下のような不一致が見られ

る。(a) Tsuda et al. の論文は、放射線被ばく後、1 年～2 年以内に過剰発生があったと報告し

13 第 1 報の白書では、発表された論文 [N2]に記載されているように、51 例の甲状腺がんが当時までの

FHMS 検診で見つかっていることを示している。この数値は同じ論文の他の箇所で示されているように、

誤っているとみられる（正しい数値はがん 50 例と良性腫瘍 1 例）。 
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ているが、チェルノブイリ原発事故後の調査および甲状腺への線量がより高かった他の調査

において、3 年～4 年以内での過剰発生は見られていない。(b) FHMS における甲状腺がん

はすべて、放射線被ばく時に 6 歳～18 歳の年齢層で発生しているが、他の調査では甲状腺

がんの誘発は小児早期（5 歳未満）に被ばくした年齢層で最も多く発生している。(c) 測定さ

れた甲状腺の線量は、報告された高有病率と整合するには低すぎる [T6, W2]。このような弱

点と不一致があるため、本委員会は、Tsuda et al. による調査が 2013 年報告書の知見に対す

る重大な異議であるとはみなしていない。

113. Williams [W6]は、臨床的な甲状腺がんの進展に関する生物学的な理論を提示し、

小児期の組織標本で特定された甲状腺がんのうち、治療しなければ将来臨床的に有意なが

んに進展（すなわち、がん細胞クローンの無制御な増殖を伴う進展）する可能性がある甲状

腺がんの割合が小さいことを示唆している。甲状腺濾胞細胞は、青年期または成人期よりも

小児早期において急速に分裂する。このため、主に小児早期に被ばくした人では放射線に

よって生じた突然変異でがんが進展する可能性が上昇するとみられる。この一連の出来事

は、まず突然変異により組織標本の顕微鏡検査で甲状腺がんと識別できる細胞のクローンが

生じ、その後の細胞分裂における突然変異でがん細胞クローンが無制御に成長し、その結

果臨床的ながんが発生すると予測される。しかし、小児早期の被ばくに関連したがんは、

FHMS では発見されていない。むしろ、がんはすべて 6 歳以上で被ばくした人（平均年齢は

13.1 歳）から発生しており、このことは甲状腺がんが放射線誘発のものではない可能性を示

唆している。放射線誘発甲状腺がんのリスク推定とそのような症例がそれらの原因に帰すると

判断する能力を向上させることを目的に、散発性甲状腺がんと放射線誘発がんとを識別する

突然変異または遺伝子発現のパターンを特定する新たなバイオマーカーを発見する研究が

続けられている（[D1, S7]）。進展はあるが、実際に使用可能なバイオマーカーが確立できる

までにはまだ多くが必要である。その潜在的意義を考えると、この分野の研究は積極的に行

われるべきであろう。

114. 他の健康パラメータに関して、Ishii et al. [I6]は、放射線被ばくのレベルが最も高いい

くつかの地域に居住していたものの、避難対象とならなかった集団を対象に、一連の臨床健

診と検査室での測定を行った。そして、放射線に被ばくした対象者の基本的な生理・代謝パ

ラメータに対する実質的な悪影響はないと結論した。しかし、16 歳未満の小児の人数が少な

く、結果が年齢別に分類されていなかったため、小児に対する影響については、十分に対応

していない。IAEA 報告書  [I2]では、福島県の住民の肥満度指数、糖化ヘモグロビン

（HbA1c）、血圧上昇、肝機能異常を示唆する調査と、飯舘村における肥満度、高血圧、高脂

血症の上昇を示す別の調査を要約している。しかし、IAEA 報告書は、このような変化はスト

レスとライフスタイルの変化によるものだと結論している。同様に、三重災害と危険の感知がス

トレスにつながり、結果的に心理的影響が生じたが [G2, O3]、このような心理的ストレスはほと

んどの災害に共通しており、放射線被ばくによるものではない [O4]。このため、本委員会では

これについてさらなる検討は行っていない。

115. 事故後 1 年以内に福島県のさまざまな場所で白血球、好中球、リンパ球数が比較さ

れた。放射線被ばくレベルが最も高い地域における個人の数値は、被ばくレベルが低い地域

の結果と変わらなかった [S4]。 

116. 福島第一原発の作業員の健康に関して発表されているデータはほとんどない。IAEA
報告書 [I2]は、2011 年に厚労省の研究助成のもと、甲状腺等価線量が 100mSv を超えてい

た緊急作業者 627 人と、被ばくのレベルがより低かった 1,437 人の甲状腺超音波検査が実
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施されたことを示している。これら 2 つのグループ間において甲状腺の所見に有意な差はな

く、このことは(a) 被ばくの程度が比較的低かった、(b) 被ばくした作業者が成人であった、(c) 
被ばく後の期間が短かったことを踏まえ、予測と一致するものであった。

117. 1976 年には、当時の労働省（現在の厚労省）の提供する労働者災害補償保険制度

に基づき、日本政府は職業被ばくした作業者に対する補償裁定の基本を設定した。設定さ

れた枠組によると、白血病は、少なくとも被ばくから診断までの年数に 5mSv を乗じた線量以

上を被ばくしていたかという点を踏まえた上で、医学調査委員会により医療補償の適格性を

判断される。特定の他のリンパ造血系悪性腫瘍についても同様の制度が、それぞれの放射

線感受性に従って修正して適用される。2012 年と 2013 年に福島第一原発で作業を行って

白血病を発症した 1 名の作業者に対して、この制度のもとに 2015 年に補償金が給付され

た。この補償金給付は、補償金給付に関する既存の政策が適用された結果である。これは、

放射線被ばくと当該健康影響との間に科学的に証明された因果関係のあることを意味するも

のではない（附属書 A [U5]を参照）。 

118. 福島県での将来の健康リスクと、それに対応する戦略を考慮するために、国際がん研

究機関（IARC）および福島県立医科大学により専門家グループが召集された [I5]。当該グル

ープの勧告は、全般的に 2013 年報告書の内容に沿ったものであったが、研究の科学的およ

び公衆衛生上の価値を向上させるための共同作業とデータ共有がさらに強調された。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

119. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。放射能を原因と

する甲状腺がんのリスクに関する本委員会の知見に異議を唱えたように見える１編の調査に

は、重大な欠陥がみられた。

120. 本委員会は、事故による健康影響に関する継続中の研究と調査、特に福島県が実施

している健康調査に注目し、今後も遅滞なく状況を把握する予定である。また、本委員会は、

以下に示す分野を、さらなるデータまたは情報が 2013 年報告書で特定された研究ニーズへ

の対応に寄与する可能性が高いとして特定した。

(a) 福島県での甲状腺検診プログラムの知見を適切に理解するには、福島第一原発事故

の放出による影響を受けていない同等の日本人集団を対象とした十分な規模の調査結

果との関連性においてそれらの知見を検討することが望ましい。このような調査は、福島

県の知見が放射線被ばくの結果ではなく、この年齢範囲の甲状腺疾患の基本的な性質

の反映であるという現在の認識を評価するための決定的な証拠を提供するであろう。ただ

し、当該調査には適切な倫理的承認が必要であることは明らかであろう。

(b) FHMS による検診者数および甲状腺結節と甲状腺がんの年齢別、性別で分類した検

出数を詳細に論文にまとめる。これにより、被ばくしていない検診受診者に関する既存の

データとのより正確な比較ができるであろう。

(c) FHMS のスクリーニング調査に含まれる若年者の線量推定を完了すること。これによ

り、線量関連解析が可能となる。その解析は、年齢、性別、検診方法、その他の要素が
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FHMS の調査とは異なるかもしれない他の集団との比較よりも、推論におけるより強い基

礎を提供するであろう。

(d) 帰結に関する十分に標準化された情報。これには、良好な品質管理のもとに得られる

臨床および検査所見を伴う、がんおよび非がん疾患、並びに出生時異常による死亡およ

びそれらの発生を含む。健康事象とリスクに関する最も情報に富んだ評価を可能とするた

めに、これらを、放射線被ばくと生活習慣に関するよく整理された情報と結びつけるため

の準備をすべきである。これは、やがて科学者と公衆の双方が持つかもしれない重要な

疑問に対応するためでもある。

(e) 福島第一原発の緊急作業従事者、特に被ばく線量が高い作業者の健康に関するデ

ータを体系的に収集および分析すること。

IX. ヒト以外の生物相における線量と影響に関する更新情報

A. 2013 年報告書の要約 

121. 本委員会は、適切なモデルを適用して、事故によるヒト以外の生物相が受けた放射線

量を推定した。その後、本委員会では、線量効果関係についての一般的な評価を総合して、

当該線量に対応した放射線被ばくによる影響が推測された。事故後の海域および陸域にお

けるヒト以外の生物相の被ばくは、地域的なばらつきにより、いくつか例外の可能性があると

考えられているが、全体として急性影響を観察するには至らない低いレベルであった。本委

員会は、概して海洋環境におけるヒト以外の生物相の個体群レベルでの影響は、高濃度の

放射性物質を含む水が海洋に漏洩したり放出されたりした場所の近傍域に限られるであろう

と結論した。本委員会は、陸域における特定の生物種について、個々の生物への影響リスク

を、特に哺乳類については排除することはできていないが、個体群レベルで観察可能な影響

が出る可能性は低いと考察した。また、本委員会は、いかなる放射線の影響も、放射性物質

の沈着密度が最も大きい限られた地域に留まり、このような地域以外では、生物相への潜在

的な影響は無視できる程度であると結論した。

122. 本委員会は、福島第一原発事故の結果として、高濃度の放射性物質によって汚染さ

れた地域において、さまざまな陸域の生物相に影響が観察されたとする研究を引用しており

[H10, M12, M13]、これらの調査で野生生物の個体群に関して報告された有意な影響は、本

委員会による理論的な評価に基づく主要な知見と一致しないことを認識している。本委員会

は、線量の評価法に関する不確かさと交絡因子の可能性の観点から、前述のフィールド調査

から確固たる結論を実証することは難しいため、これら観察結果について慎重に取り扱う必要

性を認識している。

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

123. 本委員会は第 1 報の白書で、2013 年報告書の当該分野における知見は、利用可能

な根拠により、広く支持されていると結論した。しかしながら、本委員会は、フィールド調査より

も実験室での調査研究に大きく依存するアプローチに限界がある可能性も認識している。本

委員会は、高濃度の放射性物質に汚染された地域の生態系における多様な条件下で相互
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に影響しあう野生生物の個体群を対象として、電離放射線被ばくの影響を解析するために計

画された学際的なフィールド調査の必要性を指摘した。

124. 第 2 報となる本白書で検討された文献のうち、52 編の査読付き学術論文と IAEA 報

告書 [I2]について詳細なレビューを実施した。以下は、これらの文献の知見を要約したもの

である。

125. IAEA 報告書 [I2]には、あらゆる生態系についての影響評価が含まれている。IAEA
の評価では、2013 年報告書で本委員会が採用したものとは、いくらか異なる方法を使用して

いる（本委員会の場合は、動的移行モデルを取り入れ、短期間に生じる最大線量率を推

定）。全体的な結果は概して一致しているが、IAEA はフィールド調査で観察された個体群レ

ベルへの影響が放射線被ばくに関連しているかどうかについてより断定的で、個体群と生態

系（陸域および海洋環境の双方）への影響は予測されないと結論している。さらに、IAEA
は、短期間における推定線量が、極めて有害な急性影響が観察されおそれのあるレベルを

全体的に大きく下回っており、事故後に線量率が比較的急速に減少していることを踏まえ、

長期的な影響は予測されないとしている。

126. 複数の論文で、ヒト以外の生物相への放射性核種の移行とその濃度について報告さ

れている [A8, B1, H1, H5, K5, K13, M3, T9, T10, T11, T13, W1]。2013 年報告書における環

境影響評価では、これらの論文の一部使用されたものと同じ、あるいは関連性のある情報源

をもとにした入力データセットを使用したが、これらの論文で提示された結果は、その入力デ

ータセットと全体的に一致するものであった。また、多数の新しい生物または生命段階に関す

るデータも提示されており [A11, A12, K1, S9, T8, Y3, Y8]、これらについては本委員会も検

討していなかった。とはいえ放射性核種の濃度を広範に比較することは可能と思われる（例え

ば、無脊椎動物といった一般的なカテゴリーに分類される種について、数値を比較できる）。

これらの文献で報告されている放射性核種のレベルも 2013 年報告書で使用されたものと一

致しているように見受けられる。上記の文献のすべて、および直接的な関連性の低い他の文

献 [B2, M6, Y4]の内容をもとに、2013 年報告書で適用したモデルを改良することができる可

能性がある。陸上生物の被ばく線量が評価されているケース [F4]や、かかる被ばく線量につ

いてフィールドでの実験によって決められている典型的なケース [F5, K14]に関しては、線量

率が概して 2013 年報告書で提示したものとよく一致している。 

127. 数編の論文 [B3, K19, M10, O6, Y2]は、事故後早期において、海洋堆積物中の放射

性核種が海洋生物相の被ばくに寄与した可能性は、その他の要因に比べるとごくわずかで

あるという 2013 年報告書の知見を追認していると思われるが、そうでない論文（例：[K7]） も
あった 。一部の研究 [I3, K2, M1]では、いくつかの生態系における構成要素（河川の魚類、

森林の樹木など）に対しては定常状態の移行モデル（2013 年報告書で想定）が、事故の数ヶ

月後でも、適切ではないと示唆している。

128. 福島地域の生物相に対する致死量以下の影響が、いくつかの研究で観察されてい

る。福島県内の放射性核種の濃度が上昇した地域に生息する野生のネズミにおいて染色体

異常が増加し、推定線量との相関性が示された[K15]。野生のコイの研究において、Suzuki 
[S13]は、放射性核種の濃度が上昇した地域で捕獲した魚のさまざまな血液パラメータに対

する有害な影響を観察したが、放射線による魚類の健康への悪影響を実証することはできな

かった。Fujita et al. [F3]は「高線量」地域（当該研究では周辺線量当量率が 3μSv/h 程度の

地域として定義 － 野生生物には適切でない単位を使用している点に留意）のミミズが、「低
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線量」地域（当該研究では線量率が 0.3μSv/h 程度の地域として定義）のミミズに比べて、有

意に大きい DNA 損傷を受けていることを観察したが、一方で、野生のイノシシでは差異は明

らかではなかった。この研究は、哺乳類はより放射線感受性が高いため、無脊椎動物よりも損

傷のリスクが高いという予想（2013 年報告書での推測）とは一致していない。とはいえ、他の

論文 [F3, U2]で指摘されるように、DNA 損傷が必ずしも野生生物の生物学的機能障害、ひ

いては健康障害と対応するわけではない。同様に、Ochiai et al. [O1]は、福島市に生息して

いたサルの血球数低下を観察し、その免疫系がある程度損なわれてしまったため、個々の動

物と群れ全体が感染症にかかりやすくなっている可能性があると推測している。

129. Matsushima et al. [M7]は、放射性核種の濃度が高かった場所で捕獲されたカエルの

生殖腺組織で明確な異常は観察されなかったとしている。一方、Watanabe et al. [W3]は、福

島第一原発に近いモミの個体群において、福島第一原発から遠い対照個体群と比較して、

形態異常の件数が有意に上昇していることを示した。異常の頻度は、調査場所における放射

性物質の沈着密度と一致しているが、他の多くの交絡因子（偶発的な損傷、または霜などの

環境ストレスなど）が観察された形態変化の原因になっている可能性がある。2013 年報告書

では、比較的沈着密度の高い地域における植生の蓄積線量が推定されている。樹木の推定

線量は、チェルノブイリ原発事故後に成長、生殖、形態の障害が観察された針葉樹のものと

類似していた（ただし 2013 年報告書で明確にこの推定を行ったわけではない）。 

130. Murase et al. [M17]は、福島第一原発事故後、鳥類における頂点捕食者であるオオタ

カの繁殖成績が顕著に低下し、調査期間である事故後の 3 年間にわたって徐々に低下し続

けたという観察結果を報告している。著者らは、他の要因よりも原発事故の結果、オオタカの

巣の下で測定された周辺線量当量率の上昇が主な原因であったと結論している。報告にあ

る繁殖成績の変化は、（保護対象である）オオタカを観察できた期間を考慮に入れれば、妥

当な観察結果であるように思えるものの、調査地域は福島第一原発の南西 100km～120km
の関東北部、すなわち事故の放出による有意な影響を受けていない地域であった。Murase 
et al. [M17]は、自然のバックグラウンドレベルを大きく上回っておらず、かつ明らかに個体レ

ベルで有害と一般的にみなされるしきい値を大幅に下回る周辺線量当量率の環境におい

て、生殖への劇的な影響について言及している。

131. Hiyama et al. [H12]および Taira et al. [T4]の調査は、2013 年報告書および第 1 報の

白書で報告された、同じグループによる以前のヤマトシジミ（蝶）の調査 [H11, T3]に基づいて

いる。著者らは、異常発生率と福島第一原発からの距離との相関関係の方が、放射線量（子

孫世代にとって）との相関関係よりも強いことを見いだしたが、これは福島第一原発南側の調

査場所において、放射線照射が早期の段階で短寿命放射性核種によって上昇したことを反

映している（実証されてはいない）と論じている。Hiyama et al. [H12]は、放射線被ばくの結

果、蝶の個体群は重大な障害を被ったが、異常発生率は 2013 年の事故前のレベルに戻っ

たと主張している。Taira et al. [T4]は、蝶の前翅サイズにおける地理的、時間的および温度

依存的変化を調査した。あらゆる要因を考慮に入れた後、著者らは、2011 年に福島県での

み観察されたサイズの減少は放射線被ばくによるものだという結論を主張している。同論文で

説明されているように、翅の大きさといった特定の生物学的エンドポイントにおける変動は、多

くの環境的な要因とその間の複雑な相互作用が原因で生じる可能性がある。Akimoto [A4]
は、アブラムシについて、事故直後の対照群に比べ事故の影響を受けた地域では異常と死

亡率が有意に高かったが、この昆虫の生存能力と健康は 2013 年までに有意に改善したと述

べている。人による管理が行われなくなるといった交絡因子は、ハチのような一部の種の昆虫
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個体群に多大な悪影響を与える可能性があり [Y9]、このことはストレス要因による影響を評価

の際に考慮する必要がある。

132. Møller et al. [M14]は、福島とチェルノブイリの周辺地域における個体数調査法による

鳥類発生量についてのデータの分析を提供しており、少なくともその一部はそれ以前に発表

された情報に基づいている。この調査では、鳥類における発生数や多くの生態学的特徴に

おける電離放射線被ばくの悪影響が実証されているが、一方で潜在的な交絡変数も考慮さ

れている（植生や農業生息地の範囲など）。Møller et al. [M15]は、2011 年～2014 年の期間

においてバックグラウンド放射線レベルの上昇に伴い、福島県地方の鳥類発生数が、種の間

で有意なばらつきがあるものの減少したことを明らかにした（以前の文献 [U4]でも報告されて

いた）。著者らは、発生数と種多様性への放射線被ばくの悪影響は時間の経過に伴って累

積するという仮定に自らの知見が一致していると論じている。この調査は、Garnier-Laplace et 
al. [G1]が同じ個体数調査データセットを参考にして提示した線量再構成によって裏付けられ

ている。再構成された線量率は、Garnier-Laplace et al. が鳥に生理的な障害を引き起こすと

考えたレベルに一致していた。 また、著者らは、線量率が 2013 年報告書で使用された

100µGy/h というベンチマークを超えなかったものの、合計線量の上昇に伴い、福島県の鳥の

全体的な発生数が減少したという結果を再現した。このような線量再構成の質が向上したと

はいえ、適用されたアプローチにはいくつかの弱点が残った。Bonisoli-Alquati et al. [B4]が
ツバメを対象に実施した関連性のある調査においては、放射線被ばくと雛の遺伝子損傷の

頻度との間に相関がないことが観察されている。ただし放射線被ばくのレベルがより高い場

合、鳥の数が減少し幼鳥が占める割合も低下している。上記の調査は、細胞遺伝的損傷が

ない場合には個体群レベルにおけるリスクの上昇は無視できるという従来の見方は単純過ぎ

であり、ストレス要因が誘発する環境外乱について理解するには、個々の生物に対するストレ

ス要因が及ぼす影響に関する知識だけでは不十分かもしれないことを示唆している [U4]。 

133. 一部の著者は、福島第一原発周辺 [J1, K6, K7]およびより距離の離れた場所 [Y5, 
Y10]の海洋環境についての包括的な環境影響評価を報告している。これらの評価において

は、海洋生物相の個体群が放射線被ばくの重大な影響による有意なリスクにさらされることは

ないという 2013 年報告書の知見を追認している。対照的に、Aliyu et al. [A5]は、2013 年報

告書で適用された被ばくモデルおよび線量／線量率のベンチマークは、個体群の健全性に

対する影響の可能性を推定するには不適切であったと結論している。

C. 新規文献がもたらし得る影響 

134. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に発表された新規情報の多くは概ねこれを裏付けるものであるという結論に達した。特に、

2013 年報告書で推論されたヒト以外の生物相における線量率が妥当なものであることが複数

の文献により追認されている。これらの線量率をどう解釈すればいいか、特に生態系の複雑

な相互作用が十分に考慮されていないエンドポイントに着目することが適切であるかという点

に関してさらなる疑問が生じる可能性がある。第 1 報の白書に記載されているように、利用可

能な線量反応データの多くは、隔離され、管理された実験室条件下に置かれた少数の個体

群における被ばくに関するものである。これらのデータとさらに限定的な現場での観察から、

個体群がリスクにさらされるとみなせる線量率を評価することはできる。しかしながら、実際の

状況では、ストレス要因への暴露が原因となって、生態系の機能と構造上に個々の生物への

影響からは予測できない非線形的な変化が生じる可能性がある。生態系内での生物相の相
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互作用を適切に考慮に入れ、高次の生物組織（個体群など）における線量反応を調査する

追跡研究が必要であることは明らかである。これを達成するためには、学際的なアプローチが

欠かせないであろう。

X. 結論 

135. この第 2 報となる本白書のために評価された新規情報源の内、大部分が 2013 年報

告書の主要な仮定の 1 つまたは複数を追認するものであった。実質的に 2013 年報告書の

主要な知見に影響を及ぼしたり、その主要な仮定に異議を唱えたりするものはなかった。さら

なる分析や、より質の高い調査での確認が必要ではあるが、影響の波及や異議の提唱の可

能性があるものについては、以下で簡単に概説している。

A. 2013 年報告書に対する潜在的な異議 

136. 経時的な 131I、134Cs、および 137Cs の大気中での測定濃度、および土壌サンプルでの
129I の測定値からの 131I の沈着に関する新規データ [H8, M16, O7]が入手可能になってい

る。ソースタームおよび大気と地上に沈着した放射性核種のレベルの推定値がこれらのデー

タによって大幅に改善される可能性がある。他に現存するサンプルを同様に分析することで、

近い将来さらなるデータが生成されるはずである。また、大気に放出されて輸送されるヨウ素

の化学形に関して、さらなる情報 [L2]が限定的ながら出てきている。このような新規データの

意味するところを十分に理解するためには、それらと 2013 年報告書で使用されたデータとの

詳細な比較を行う必要がある。

137. 日本原子力研究開発機構の研究者グループ [K3]が開発した大気への放出に関する

ソースタームの、一連の推定値の最新情報が、第 1 報の白書で注目された。このソースター

ムの推定では、経時的な放出パターンの推定を向上させるだけでなく、ヨウ素の 3 つの異な

る物理化学形（元素状、有機状、粒子状）での放出も考慮に入れている。これは、2013 年報

告書で使用された推定（元素状と粒子状の２つの化学形のみを検討）よりも、この最新の推定

を使用すべきだという委員会の見解を支持するものである。第 1 報の白書で明らかになった

ように、この推定値を適用することによって、概して、2013 年報告書で推定された線量が有意

に変化するとは予測されないであろう。ただし、避難者の推定線量については、例外となる可

能性がある。有機ヨウ素の化学形を考慮に入れると、甲状腺の推定線量が上昇する可能性

があるが、有意な上昇があったとしても、それは福島第一原発から離れた線量の低い場所に

限定されると思われる。避難者の推定線量と、より遠い距離における甲状腺への推定線量の

精度について論じるためには、さらに詳細な分析が必要であろう。

138. 1 編の文献 [T17]は、放射線によって甲状腺がんの発見率が増加したことを実証した

と主張しているが、この調査には重大な欠陥があることが判明している。当該調査の弱点と他

の調査との不一致が、少なからぬ証拠によって確認されている。

139. 第 1 報の白書でレビューされた文献に加え、本委員会の評価では予測されていなか

ったヒト以外の生物相に対する個体群レベルでの影響を報告した文献が他にも確認された

[B4, H12, M14, M15, T4]。本委員会での見解では、このような調査の結果は結論的なもので

はなく、2013 年報告書の当該分野における知見は、依然として利用可能な証拠によって広く
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支持されているとみなしている。今後、これらの明らかな差異を解明するためには学際的な調

査が引き続き必要である。

B. 研究ニーズへの寄与 

140. 表 1 は、2013 年報告書で特定された研究ニーズへの対応に大きく寄与すると判断さ

れた文献をまとめたものである。しかしながら、いくつかの研究ニーズについては、まだ科学

界において完全には取り扱われていない（少なくとも査読付きの文献において）。

表 1．特定されたいずれかの研究ニーズへの対応に大きく寄与するとみなされた文献 

研究ニーズ 研究ニーズに大きく 

寄与する文献 

研究ニーズに中程度 

に寄与する文献 

大気中への放出、拡散および沈着 

大気への放出の推定量と特性についての経時的な評価を改善

させる 

[M16, O7] [L2, S1, S10] 

水域への放出、拡散および沈着 

経時的な放射能汚染水の漏洩および水域環境への放出の特性

を把握および改善する 

[A1, H9, K8, K16] 

長期的な輸送ならびに放出の混合、その結果として生じる水生

系を介した被ばくを予測して定量化する 

[A6, M8, S8] [B6, B7] 

陸域および淡水域環境を介した移行 

食物連鎖経路の移行パラメータに関する関連情報を照合する [K11, N5, O2, U1] [A9, F1, F2, H6, H13, K4, 
K12, L3, M3, N4, S3, S5, 

S11, T1, T2, T13] 

公衆の線量 

種々の環境中で沈着した物質による外部被ばくの線量率を測定

し、経時変化を予測および追跡し、環境修復計画の効果を定量

化する 

[Y7] [I7, M2, M5, M9, N3, S6, 
T14, Y1] 

人体内放射性核種の体外計測を実施し、線量とその分布の推定

精度向上を支援し、現在および将来の被ばくレベルを推定する 

[I2, O5, T14, T15] 

ヨウ素およびセシウム以外の放射性核種が内部被ばくによる線

量に寄与する可能性を定量化する  

[N1] 

健康影響 

福島県で現在実施中の健康調査を継続する [I2, S4] 

福島県における甲状腺がんの見かけの発生率に対する超音波

検査の影響を解析し定量化する  

[H4] [M11, W6] 

個人線量を適切に評価できる構成員からなる疫学調査のための

コホートの設定について、その実行可能性を検討する 

[I5] 

ヒト以外の生物相における線量と影響 

ヒト以外の生物相の特定の種について、典型的な環境被ばくの

評価に基づき、放射線被ばくが環境影響の原因となる重要な要

素であるか否かについて分析したフィールド調査が報告されてい

るが、本委員会の評価とは一致していない 

[B4, F3, F5, G1, H12, 
J1, K2, K13, K14, 

M1, M7, T4, W3, Y9] 

[A11, A12, B2, B3, F4, 
H5, I3, K7, K19, M3, M6, 

M10, M14, M15, M17, O1, 
O6, S9, S13, T11, T13, 

W1, Y3, Y8] 
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国連科学委員会による今後の作業計画を指し示す2016年白書

情報にも と づ く意思決定のための 、放射線に関する科学的情報の評価

unscear.org

United Nations Scientific Committee
on the Effects of Atomic RadiationUNSCEAR

1955年、国連総会は、電離放射線の人体と環境への影響に対する懸念に応えるため、原子放

射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）を設置した。当時、大気圏内核兵器実験

によって発生した放射性降下物が、大気、水および食物を通じて人々のもとに到達しつつあった。

UNSCEARは、電離放射線のレベルと影響に関する情報の収集及び評価のために設けられた。

最初の一連の報告書が科学的根拠となり、大気圏核実験を禁止する部分的核実験禁止条約

が1963年に調印されている。

以降数十年を経て、UNSCEARは地球規模の原子放射線レベルとその影響に関する世界的権

威となるまで発展を遂げた。UNSCEARは科学的情報を独自にかつ客観的に評価するが、その目

的は、放射線リスクと防護についての政策決定と意思決定に取り組むことではなく、それら決定の

ための情報を提供することである。
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